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鋳　 造 鋳鉄、鋳鋼、ダイカス トなど
鍛　 造 自由鍛造、型鍛造
プレス 曲げ、絞 り、つぶ し














メー カー 9）開発設計 完成品、ソフ トウエア、システムなどの開発、設計
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一般には前者が多い。地金の熔解にはいくつもの方法がある。キュポラ
（cupola）は鋳鉄の溶解に古くから用いられている炉であり、直接コークス
の燃焼熱で地金を溶解する。銅合金の溶解にはるつぼ炉が多用される。数十
トンの大量の湯を求める場合に反射炉、平炉が使用される。鋳鋼はじめ多様
な金属の溶解には電気炉が使用される。
鍛造（forging）は、金属素材をつち打ち（hammering）やプレス（press）
によって塑性変形させる加工法である。常温で行う冷間鍛造と素材を熱して
行う熱間鍛造がある。鍛造方法には、つち打ちによる少量生産に通した自由
鍛造と寸法制度を高め大量生産に適した型鍛造がある
鋳造や鍛造による塑性加工には、工場の専用基礎工事や重装備の機械設備
など初期投資は比較的大きなものとなる。
（1）大型国有企業の分解と鋳造専業企業の創成　～大連新重鋳業有限公司
大連市の鋳造業は零細規模の工場を含め数百件が存立しているといわれ
る2－。ここではまず、国有企業改革にともなう鋳造、鍛造部門の分離独立、
集団公司への再統合のケースをみてみよう。
国有鋳造部門の独立
大連新重鋳業有限公司のルーツは、1930年代の満州国時代に設立された日
本の鋳造企業に遡る。日本の敗戦、引き揚げにより、中華民国が、そして49
年に中華人民共和国が資産を接収し、大型国有企業「大連重塑機器廠」の鋳
鉄工場として組み込まれていく。
国有企業改革の過程で大連重型機器廠の機械加工1工場、鋳造3工場、溶
接1工場および設計、商社の各部門は「大連重工集団有限公司」の分公司と
して吸収される。
さらに、大連重工集団の機械加工、鋳鉄、鋳物、商社の各分公司が分離独
立し、機械加工分公司は「大連新垂飛輪総成制遣有限公司」（以下、新重飛
輪）、鋳鉄分公司は「大連重工鋳鉄有限公司」（以下、重工鋳鉄）、鋳物分公
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司は「大連新重鋳業有限公司」（以下、新垂鋳業）、商社部門は「大連新重科
貿有限公司」（以下、新重科貿）となり、「大連新重工集団有限公司（以下、
新重工集団）」の子会社＜控股公司＞となっている。
02年に設立した新重飛輪は大連新重集団の中心企業であり、重工鋳鉄、新
垂鋳業、新重科貿の持ち株会社である。甘井子区北海経済開発区工業小区に
敷地面積55，的Orが、建築面積26，∞Onfの新工場を構え、餉年に肉盛り溶接工
場を建設している。従業員数312名、主要産品はトラックエンジン用フライ
ホイール（はずみ車）とそのカバー、サポート、ハウジング、モーターカバー、
ベアリングキャップなど各種切削部品である。フライホイールユニットの年
産能力10万セットとされる。天津東芝向けモーターカバーの受注実績があり、
トヨタのエンジン工場向けフライホイールを受注すべく営業中である。
重工鋳鉄は02年設立、70数年の鋳鉄、鋳鋼生産の歴史を有する。甘井子区
に敷地面積16，∞OTが、建築面積8，600nfの工場を構え、鉄球、合金鋳物、鋼、
アルミニュームなどの黒色および有色金属の大物、小ロットの鋳造を得意と
する。鋳鉄鋳物は最大25トン、最小0．5キロ、鋳鋼は最大2．3トン、最小0．5キ
ロが可能であり、年産能力は8，000トンとされる。鉱山機械部品、ディーゼル
エンジンのフライホイール、サポート、カバーなどの鋳造品を扱っている。
新重科貿は03年設立、沙河口区星港湾広場に事務所を構える。新重飛輪と
重工鋳鉄、新重鋳業の産品の貿易を担っている。米国、ドイツ、日本などと
の貿易実績がある。04年の販売額は約100万ドル、09年までに販売額1，000万
ドルを目指している。
新垂鋳業の経営
本項で注目する新重鋳業は根年2月に設立された。登録資本320万元のう
ち錮％を新重飛輪、10％を新重鋳業の経営陣3名が出資している。金川区北
海経済技術開発区にお，600nfの工場敷地を確保、建築面積12，別Onfの鋳造工
場を新設、新規設備を導入して05年3月から本格生産を開始した。第一期事
業計画の土地、建物、設備に関する総投資額6，470万元のほとんどは新垂飛輪
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と銀行からの借入れである。
連続鋳造設備のうち、全自動造形設備はSAVELLI社製（イタリー）を導
入した。寸法1，000mmX800皿mX320mmの型枠で110型／時の造形能力を持つ。
造形能力に対応した全自動混砂設備と後砂処理設備は、江蘇省常州および無
錫市の県級市・江開市の鋳造設備メーカーより導入、鋳砂115トン／時を処理
する能力を持つ。溶解炉はそれぞれ7トンの溶解能力を持つ沖天炉2基（青
島育力製）、電気炉2基（無錫環湖製）である。さらに周辺設備、検査測定
装置を備え、第一期計画では年産量15，300トン、3年後の計画年産量30，000
トンとしている。
鋳型模型の金型と木型は大連市内および江閥市、斬江省から調達し、鋳砂
は内蒙古自治区産を用いている。
ターゲットとしている主要市場は、ディーゼルエンジンのフライホイール
と関連部品で約8，300トン、冶金設備部品で約5，0のトン、高速道路下水槽で
約1，0∞トン、エアコンや冷蔵・冷凍設備のコンプレッサー部品で約1，000ト
ンである。長春一汽集団向けトラックディーゼルエンジン用フライホイール
の受注が決まり、さらに、トヨタのエンジン工場に働きかけている。フライ
ホイール以外の自動車部品についても積極的に受け止めていく構えである。
輸出に関しては、東芝の電機機械部晶、GMの自動車部晶、ドイツメー
カー向けポンプ部品および建材を交渉中である。
鋳造品の量産工場であるが自動化設備を装備していることから、従業員は
150名に収まっている。生産現場に126名、技術人員8名、経営や管理人月は
重工鋳鉄から移籍し原材料・製品管理12名、経営管理4名の編成である。生
産現場人貞は中学、高専卒を1年間教育し正式採用する。
大連の中心市区出身者の現場作業者への応募はなかったが、金州区、瓦房
店市、普蘭店市からは充分な応募があり、今後の事業拡張にともなう現場作
業人員の確保は心配がないとみている。鋳造の生産現場は熟や粉塵の環境下
での垂筋作業をともなう。そうした労働環境に応じながら技能を蓄積してい
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く熟練技能者候補が大連市郊外，農村地区に存在しているのである。
操業初年度は過5．5日稼働、2交代制で16時間操業を行い、06年目までに
3交代制で24時間操業をめざしている。
今後の展望と課題
特定の製品生産に必要なすべての加工機能を企業組織内に編成していた大
型国有企業が改革を進め、特定の加工機能に専門特化した企業が分離独立し、
新たに集団企業を創成した。当社は鋳造加工に特化し中～小物の鋳造品の大
量生産態勢を整えた。大連市内の鋳造専門企業の中で生産規模上位5社に位
置し、05年から操業を開始した最新鋭工場である。
当面、ディーゼルエンジン用フライホイールとその周辺部品を中心とする
生産に注力する構えである。そしてさらに次のような事業展開を展望してい
る。
第一に、小物の精密鋳造量産ラインの増設である。それがダイカストに向
かうのか、シェルモールドやロストワックス、ショープロセスに向かうのか
は明らかではないが、新重工集団を構成する重工鋳鉄が大物小ロットの鋳鉄、
鋳鋼品や非鉄合金を扱っていることから、精密鋳造に適した鋳造法を採用す
るか、可鍛鋳鉄か鋳鋼の量産品を狙うのであろう。
第二に、量産態勢を確立したあとに中、小物の多品種小ロット生産を意識
している。当面は親会社の新重飛輪の主力製品であるフライホイールの鋳造
を担うのだが、次の展開としては、市場ニーズに対応して鋳造技術の多様化
を進め、多品種小ロット生産態勢を準備するとしている。
第三に、鋳造部品の仕上げ加工のための機械加工工場を集約することであ
る。現在、新垂飛輪がフライホイール等の仕上げのための機械加工工場を姫
営しているが、鋳造部品の多様化にあわせて、機械加工部門の増強、集約を
展望している。鋳造技術をコア技術として機械加工能力を充実させ、多様な
完成部品を供給しようとしている。
こうした将来展望を実現化するために、いくつかの課題が兄いだされる。
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第一に、原材料の安定確保である。年間数万トンの鋳造製品を産出しようと
する場合、その原材料となる粗鋼、非鉄金属インゴットを安定確保すること
が重要である。第一期計画では原材料調達量がまとまることから、国内商社
からの納入引き合いが多く、原材料調達に関しては心配はないとしているが、
中長期的に見た場合、中国全土の鉄や非鉄金属資源の需要圧力は強く、当社
が現在のように原材料の安定確保ができるかどうか懸念される点である。
第二に、新規の精密鋳造ラインや機械加工部門への追加投資を考えている
が、その資金調達の課題である。約6，5（氾万元の初期投資のうち自己資本が
資本金の320万元であり、残りは新重飛輪と銀行からの借入れである。さら
に流動資金として銀行から2，000万元の短期借入れをしている。
これに対して、売上、利益計画では、販売価格を平均7，500元／トンとし平
均利益率10％を予定している。操業後3期目までの累積利益は5，250万元と
想定され、順調に計画が達成されたとして、初期投資の返済完了の見通しが
つくのは4期目ということになる。
今後、4、5年の需要サイドの拡大は想定しやすいが、供給サイドの原材
料、エネルギー確保について気になるところである。追加投資に関して国内
外からの資金調達を考える場合、製造原価と利益計画の説得力を高める必要
があろう。
第三に、熟練技能者の養成に関する課題である。第一期計画ではフライホ
イールを主要産品とする量産を基軸にしているため、最新の連続鋳造設備が
威力を発揮するであろう。いわば、装置産業型の事業モデルであるから、装
置のオペレーターや品質管理人材をきちんと養成すれば一定の製品を産出す
ることはできる。生産現場の従業員に求められるのは、生産設備の周辺作業
が中心となる。
しかし、今後、多品種少量生産に展開する場合、生産現場の従業員に蓄積
される鋳造技能の熟練が製品の品質、生産の効率化に大きな影響を及ぼすこ
とになろう。鋳造に関する熟練技能者候補の確保は、しばらくは心配なさそ
－34－
うだが、採用した人材を基盤技術の熟練技能者に養成するには時間と環境が
必要である。
写真2－1大連新垂鋳業有限公司の新工場
（2）量産鋳物部品の輸出工場　～大連長興鋳造工業有限公司
大連市の県級市、瓦房店市西部の瀞海湾に長興畠、交流島の2島がある。
架橋される以前の島の生活は苦しく島外へ出稼ぎをする者が多かった。出稼
ぎ先は重筋作業をともなう鋳造工場などであり、現場作業の中から鋳造技能
を身に付けて島に戻り鋳造業をはじめるケースが続いた。現在、長輿島には
40件以上の鋳造工場が集積し鋳物産地を形成しているとされる矧。
鋳造産地の有力企業への成長
香港資本との合弁企業、大連長輿鋳造工業有限公司（以下、長輿鋳造）の
前身は、他の鋳造業と同様に出稼ぎ先で作業経験を積んだ島民数名が1980年
に創業した個人企業である。その後、事業拡大する過程で地元の村政府が事
業に参加し集団所有制の郷鎮企業に転換する。工場長には個人営事業所の創
業者の一人、王徳慶氏が就任した。郷鏡企業時代には、国内の農業用あるい
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は都市下水道用の鋳鉄管継手類が主要産品であった。
90年に長輿島経済開発区の現在地に拡大移転し、イタリア向け建築部品の
輸出がはじまる。輸出ルートが開かれたことに加え、93年に香港資本との合
弁企業を設立したことが今日までの企業成長の重要な契機であった。
合弁企業の長輿鋳造の資本金は20万ドル、香港側が現金で50％、中国側が
土地、建物、一部現金で50％の出資割合である。現金は生産設備、検査装置
等に投資した。董事長、総経理は中国側の王徳慶氏、香港側の董事はいるが
出資分の株主配当を行っている限り日常的な経営には参加していない。合弁
後、毎年利益を計上し一部を株主配当、残りは内部留保をしている。
生産、販売の実態
長興鋳造の従業員数は300名、経常管理3名、技術部門20名、営業4名、
生産部門約270名の編成である。受注に関しては、93年から大連市区内に営
業事務所を構え国内外の顧客への営業、取引事務、アフターサービスを行っ
ている。イタリアへの最初の輸出以降、大連市で開催される展示会や広州交
易会、華東交易会に参加、あるいは自社の英語版ホームページへのアクセス
に応じることにより、海外顧客との取引契機を開拓し米国、EU各国、日本、
韓国、台湾など15カ国・地域へと取引が広がっている。04年の売上高約1，500
万元のうち、輸出が約90％を占める。輸出の約60％がEU諸国向けであり、
日本への輸出は2000年からはじまっている。大連に在住する日本人の紹介で
建材メーカーから建築鋳物部品の生産を受注し取引関係を継続している。
営業事務所が海外からの発注を受け止めると、長輿島の工場では次のよう
に生産を展開する。発注元から鋳物部品のサンプルあるいは部品図面を提供
された場合、社内で鋳型を製作する。一部、木型もあるがほとんどは金型で
ある。規格量産品の鋳造部品が多いため、社内に蓄積された1，の0塑l以上の
金型が当社の重要な資産となっている。また、発注元から鋳型を預かり鋳造、
機械加工のみを行う賃加工を受注する場合もある。仕事としては社内の経営
資源をトータルに活かせる前者の発注が望ましいが、加工賃によっては賃加
－36－
工のみの仕事も受け止めていく構えである。鋳造専門加工業として特定顧客
への受注依存度をコントロールしながら幅広く顧客開拓しようとしている。
当社が得意とするのは、100グラムから2キロ程度のアンカーボルト、
ナット、締め具などの建築部材、建築足場ジョイント、キャップ類および鉄
道線路の固定金具類、ジョイント、エルボー、フランジ、カップリングなど
のパイプ接続具である。最大35キロまでの鋳造が可能である。普通鋳鉄、球
状黒鉛鋳鉄、可鍛鋳鉄を扱うことができる点を自社の優位性としている。年
間生産能力は8，帥0トンとされる。
溶解炉は1回のチャージが5トンのキュポラく通天炉＞2基、3トン1基、
500キロの電気炉1基である。炉の加熱範囲は1，500度が上限であることから、
鋳鋼には展開できない。ショットブラスト8台、15トンの熱処理炉3基を備
える。機械加工部門では大連機床廠、大連第二机床廠、藩陽第一機床廟の
NC旋盤、旋盤、フライス盤等を装備している。また、社内に強度試験、組
成分析等の試験測定機器を備え、テストピースは3年間保存することとして
いる。
今後の事業展開意向と日本企業
日系企業からの受注開拓、日本市場への輸出、日本企業の投資受入れに積
極的な姿勢を示している。E】系企業からの受注開拓については、以前、
JETROの主催する広州、大連の「逆展示会」に行ったことがあり、量産受
注が期待できる華南地域の日系企業に関心を寄せている。
日本市場への輸出については、日本の鋳造業と競争するうえで、第一に価
格の優位、第二に品質と精度の向上が必要であるとしている。価格競争に関
しては自信があるが、品質と精度に関しては乗り越えるべき課題があると認
識している。例えば、これまで鋳造工程に注力し機械加工への展開が遅れて
いたが、近年、機械加工設備への投資を重ねている。鋳造から機械加工に関
する加工工程について厳しい品質や精度を求める日本企業の仕事を受注し併
せて技術指導を受けたいとしている。受託生産契約と技術指導契約をクロス
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させたいという意向を示している。もちろん、技術移転をともなう日本企業
の直接投資による合弁企業の設立にも意欲的である。
現在の長興鋳造には、一定品質水準の量産鋳物の委託加工を受け止める可
能性はあるようにみえる。当社が量産型鋳造業をめざす場合、「日本人はほ
とんど来ない」という長輿島の鋳物産地の存在を日本企業に知らせる必要が
ある。引き続き展示会等に参加するとともに、産地として営業機能を強化す
ること、日本企業と取引関係の探いローカル商社をつうじた受注から日本の
鋳物市場情報を蓄積することなどが重要であろう。
（3）村営鋳造企業の転換　～大連全州三悪機械廠
大連金州三悪機械廠（以下、三悪機械）は、1970年代初期の社隊企業が前
身である郷。人民公社が解体する過程で金州三十里鋪北楽章家相の実業総公
司に属する郷鎮企業となった㌔96年に所有制を転換し鋳造および機械加工
を行う私営企業となった。従業員は40名。
現総経理の父は村政府の運転手として働いていたが能力を発揮し、鋳造エ
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場の工場長を任され事業を拡張してきた。その後、郷鍵企業の民営化の中で
企業資産を買い取り私営企業の代表者となり、現在は子息に経営を任せてい
る。
工場は2カ所あり、鋳造と機械加工を行う本工場と牛舎を改装し機械加工
工場に予定する分工場である。本工場ではワンチャージ5トンのキュポラ1
基、1匝Iの鋳込み量3トンで普通鋳鉄を中心とする年産鋳造能力は1，0㈲ト
ンとされる。熱処理炉2基、バレル研磨機1台、汎用旋盤、ポール盤を備え
ている。
主要製品は斬江省のメーカー向けパルプ部品およびマレーシア向けのロス
トル（火格子）、焼肉用鋳造板である。ロストルと焼肉用鋳造板は90年代未か
ら商社経由で受注しており、毎年600トン余りを生産している。
機械加工工場に予定する分工場については、次のような事情がある。三恵
機械は事業多角化として約100万元を投資し乳牛飼育事業を読み、7ヘク
タールの土地を確保して畜舎を建設した。しかし、近くに上水道の水源地が
あることから畜産事業は認可されず、土地と建物は省に浮いてしまった。こ
の畜舎を鋳造後の仕上げ加工のための機械加工工場として活用しようという
ものである。中古のフライス盤、平面研削盤を据え付けたところである。
郷鎮企業の民営化
国有企業の改革は86年に制定された「全人民所有制企業工廠工作条例」に
よる国営工廠における経営請負制から始まった。続いて93年から国有資産の
所有権と経営権の分離＜直様改革＞に着手し国有工廠は「国有企業」と改めら
れ、大型国有工廠は「企業集団公司」と改名された。
一方、中小国有企業の場合、有限公司化、株式会社化、従業員持株会社化
への転換が進められた。97年の第15回共産党大会政治報告において、小型国
有企業に関しては「小型国有企業を自由化し、再演、合併、貸借経営（リー
ス経営）、請負経営、株式合作制、売却によって経営の活性化を図る」とさ
れた。
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郷鎮企業の場合、企業資産が集団に所属する集体所有制企業として中小国
有企業の改革方式とほほ同様の内容で取り組まれている聖。ただし、賃借経
営（リース経営）、請負経営、売却などで民営企業に転換する際に債務の過
剰計上や企業資産の過小計上により、帳簿上、負債を抱える赤字企業を安く
買い取る、あるいは株式合作制で従業員等に分配した株式を額面以下で買い
占めることがあるといわれる。
郷鎮企業の管理者であった村長や工場長が、民営化した企業の董署長ある
いは私営化した企業の所有者にスライドしているケースの一部には、そうし
た不透明な過程を想起させる場合もある。
写真2－3　大連金州三悪機械厳のキュポラ
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（4）ダイカスト専業加工業の進出～大連櫛田建築五金有限公司
ダイカスト鋳造（decasting）は、鋳型に金型を用いてアルミニューム、
銅、亜鉛、マグネシウム、錫およびそれらの合金の鋳造に用いられる。鋳物
砂による鋳型に対して金型とダイカストマシンを用いることから精密で表面
のきれいな製品の量産に適しており、機械金属工業の重要な基盤技術の一つ
である。
日本国内では鋳造業の閉業が続くなかで、現在操業を続けている企業が今
後の日本の鋳造技術を維持・継承していくことになる。大連相田建築五金有
限公司（以下、櫛田建築五金）の親会社「櫛田興業㈱」（足利市、従業貞60
名）は、アルミニュームおよび亜鉛ダイカストの専業加工業として、日本の
鋳造技術の維持・継承を期待される有力な一社である。
櫛田興業は1959年に亜鉛地金販売の指定問屋として創業し、63年よりダイ
カスト鋳造を開始、トステム、積水ハウス等のハウスメーカーを主要顧客と
してドアノブ、手すり、ロックネジ、ベランダ物干し金具など建築金物の製
造販売を手がけている。
工場増設、設備導入を進め、現在、25～250トンのダイカストマシンホット
チャンバー11台、ダイカストマシンコールドチャンバー5台を中心にトリミ
ングプレス12台、ショットブラスト4台、自動研磨機7台などを編成してい
る。ダイカスト金型を内製しているとともに、98年には自動静電塗装ライン
を導入し、金型製作～鋳造加工、仕上げ加工、塗装、組立の一貫生産態勢を
整えている。
大連経済技術開発区への進出
受注の増加とともに量産製品のコストダウンを要請されていたこと、日本
で新規従業者の採用が難しくなっていること、大連には富士電機のモーター
部品、ミツミ、原田工業などの自動車部品、トステム、リョービのダイカス
ト部品などの現地調達需要が見込まれたことから大連市への進出を決定した。
資本金210万ドル、楠田興業の100％出資の独資企業として02年12月に事業
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認可を取得後、大連経済技術開発区「部品加工供給センター」の標準貸工場
（建築面積3，のOnで）の入居契約を結び、03年8月には日本向け製品の輸出
を行うといった順調な立ち上がりであった。04年から24時間生産態勢となっ
ている。
操業当初はすべて日本本社向けの生産であったが、04年より大連経済技術
開発区の日系メーカーへの営業を開始し、さらに藩陽、天津あたりまで営業
範囲を拡大している。富士電機大連向けのモーターフレーム素材、天津三美
電機向けの自動専用アンテナベースなどの中国国内受注が売上高の20～30％
を占めている。今後、国内受注のウエイトをさらに高めていく構えである。
この点、日本国内のダイカスト部品の需給はほぼ均衡状態にあり、現状の
「パイ」を取りあう価格兢争が優勢となっている。日本市場は新規の需要拡
大は期待しにくい情勢にある一方、中国市場は日系メーカーで品質、精度の
高いダイカスト部品を求めているところが少なくないとの感触を得ている。
主力の建築金物以外に、当社の培ったダイカスト加工技術を活かして機械工
業部晶の受注拡大を図るとしている。
進出当初は日本市場のコストダウンおよび人手不足対応の日本向け輸出拠
点としてスタートしたが、中国に進出してみると当社の技術・技能を活かす
新規市場が成長していることが理解された。会長が日本本社の経営を担い、
社長の櫛田良一氏（37歳）自らが総経理として駐在し、従業員130名の陣頭
指揮をとっている。
従業員130名のうち、事務職10名、生産現場120名（男子約60％）、ダイカ
スト部門は2交替別時間操業を実施している。中国人社月の多くは瓦房店市、
普蘭店市、庄河市などの大連郊外市の出身であり、工業団地に付属する独身
寮に入居している。モノづくりに向かう姿勢は真面目でよく働くと評価して
いる。日本人は総経理、副総経理、塗装部門の技術責任者の3名が庭在して
いるが、今後、現地採用スタッフへの技術、経営の移転を図っていく予定で
ある。
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ダイカスト部門の技術責任者2名はインドネシア人である。日本本社事業
所で研修生として3年の実習期間を修了し、櫛田建築五金で技術者として採
用したものである。本社事業所の研修生の受入れは5期生まで継続している。
金型製作がポイント
原材料のアルミインゴットは私本を含む国際市場から保税扱いで調達し、
製品は日本および中国国内の日系メーカーの製品に組み込まれ全量輸出され
ている。
主要設備は125～350トンのダイカストマシン（コールドチャンバー）6台、
25、50トンのダイカストマシン（コールドチャンバー）2台、ショットブラ
スト2台、塗装ライン1式、静電塗装設備2台、タッビングマシン、ポール
盤、排水処理設備である。金型製作を除く鋳造加工、仕上げ加工～塗装～組
立の一貫生産を行う態勢を整えている。
ダイカスト加工業が塗装工程まで内製化するのは、設備投資の面で大変な
取り組みである。実際、櫛田建築五金の設備投資において塗装設備は最も大
きな投資額となった。大連に進出している日系の塗装専業加工業は岸萬塗装
㈱（焼津市）や後述の城山金属と同時期に進出した塗装業（静岡市）がある
とされるが、仕上げまでの一貫生産を基本とし生産能力を超えた分を外注す
る構えである。
ダイカスト金型については、日本顧客への輸出向け製品の場合は、親会社
で「試し打ち」し品質保証したものを輸入している。もちろん、大連に進出
した日系金型メーカーやローカル金型メーカーからの調達も検討している。
現時点での価格比較では、日本から輸入する日本製金型の調達コストを100
とすれば、大連日系企業製は80程度。ただし、増値税17％を加算すればさほ
ど差はない。銅材指定で大連ローカル企業製の金型の場合、調達コストは50
程度となる様子である。当社の必要とするダイカスト金型の場合、日本から
の輸入と大連ロープ‖レメーカーからの調達では、2倍の価格差が生じている
のである。
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ローカル金型メーカーの技術、品質が向上していけば、当社の金型調達は
ローカルメーカーからの調達に向かうことは必然であろう。また、よいパー
トナーが見つかれば、当社親会社の金型部門が大連で金型製作を展開するこ
とも視野に入れている。中国の金型市場を巡ってヨ本の金型メーカーと中国
の日系金型メーカーは、いっそうの技術革新、製作スピードアップ、品質の
差別化、コストダウンを求められているのである㌘l。
資料）同社パンフレットより
（5）国有鍛造部門の集約化　一大連大鍛鍛造有限公司
現在、全国の鍛遺業（部門）は100社前後あるとされ、中小鍛造業を主要
な鍛造メーカーへ集約させる過程にある。主要鍛造メーカーとして指定され
た企業は増値税を35％還付され、設備改造に投資することを期待あるいは指
導されている。大連市では工業担当副市長・王承敏氏のもとで、国有企業の
内部部門として抱え込まれている鋳造、鍛造、熱処理、メッキ、金型といっ
た基盤技術を国有企業から分離し専業メーカーとして集約する「専業化調整
計画」に取り組んでいる矧。
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大連大鍛鍛造有限公司（以下、大連大鍛）は、6社の国有企業の鍛造部門
を分離し、集約して鍛造専業メーカーを設立した事例である。総資産8，800
万元、工場数地面積14ha、従業員330名、年産20，000トンの計画生産能力は
12，500トン以上の生産能力を持つ全国主要鍛造メーカー5社の中で最大手と
なる。売上高では10倍元以上の大手鍛造メーカーは長春市、武漢市にあり、
大連大蝦は設備集約、改造の途中にあるため、売上規模では中位にとどまっ
ている。
大連大鍛の前身は1980年設立の「大連油噴（ノズル）廠」の鍛造分廠と「大
連柴油机（ディーゼルエンジン）廠」の鍛造部門が合併した「大連鍛造廠」で
ある。99年に「大連高圧間門（高圧パルプ）廠」「大連大起（クレーン）集団）」
「大連重工集団」「大連叉車（フォークリフト）総廠」の鍛造分工場の資産を株
式化して「大連鍛造廠」に集約し大連大毅を設立した。02年には「金川重型
廠」の鍛造部門を吸収し、さらに「大連床机集団」「大連造船集団」の鍛造
部門も集約する予定である。03年に国有株の3，120万元を36名の経営責任者
が買い取り民営化を進めている。
大連大鍛は集約化した6工場から経営責任者、技術者、鍛造現場の技能者
を集め、最小限の間接部門人月を引き継ぎ鍛造加工に専門特化することによ
り、国有企業の鍛造部門の重複投資の回避、設備稼働率の向上、生産環境の
改善を図り競争力を高めようとしている。
当社の鍛造技術は熱間鍛造であり、冷間鍛造はない。今後、温間鍛造も取
り入れる予定である。無間自由鍛造と型鍛造の前処理のための加熱炉、鍛造
型製作のためのCNC加工センター（米国CrNCrNNATI製）、NC旋盤（藩
陽机床製）ほか一連の汎用工作機械を備えている。自由鍛造では150、750キ
ロのエアーハンマー、1、3トンの蒸気ハンマー、ドロップハンマーを装備
し3トンまでの鍛造加工が可能である。型鍛造では600トン（英国
VERSONWnKmS社製）、1，600トン（ドイツSiempelkamp社製）の鍛造
プレスを装備し、さらに03年には、両社から6，300トンと4，000トンのプレス
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機を導入している。
需要の拡大と原料、人手不足
鍛造設備と人貝の集約により鍛造専業メーカーとなった当社は、国内市場
では自動車部品、鉄道車両部品、建設機械等産業機械部品に展開している。
自動車部品に関しては、フォルクスワーゲンやトヨタの合弁企業向け鍛造部
品、三菱自動車エンジン工場向けクランクシャフト、トランスミッション部
品などの納入実績がある。今後さらに自動車部品の国内調達が進むとみてい
る。
また、鉄道車両部晶に関しては、在来線の列車走行スピードアップを目標
とする5万両の車両改造計画がある。車両の部品強度を高めるために鋳造部
品を鍛造部品に替える必要があり、その鍛造部品製造を狙っている。新幹線
建設計画よりも在来線の改造計画のほうが当社の現実的な関心事項となって
いる。
海外市場では米国を中心にEU、日本への輸出がある。日本向けは伊藤忠
商事、新日本貿易などの商社をとおしてコマツ、トヨタ、日産などへ1，000ト
ン余りの鍛造部品を輸出している。
鋸年の生産実績は約10，000トン。工場の改造中であるので計画生産能力の
半分に留まったが、国内の鍛造部品需要の増加に対し生産設備能力の充実を
図っており、今期以降、売上高は増加していくと見込んでいる。しかし、増
産期待に対する懸念材料もある。第一に、原材料の不足と価格の高騰である。
鍛造用鋼材は約50％値上がりし、モリブデンの価格は7倍になった。また、
熱源の石炭、電力も不足、値上りしている。
第二に、鍛造業界に参入する新規人材の不足である。なかでも自由鍛造部
門は「3K」職場として若年工貞を集めにくい状況となっている。塑鍛造部
門に比べ生産性が低く利益も薄いので企業経営上は撤退したいのだが、鍛造
専業メーカーとして雑持しなくてはならない部門でもある。競合メーカーも
同様の事情にあり、他社が撤退し供給能力の調整がなされ加工単価が上昇す
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るまで我慢し職場と技能者を維持していくとしている。
鍛造現場の新規従業者は、従来、高校相当の技術工業学校＜技校＞の鍛造科
から採用していたのだが、近年、大連市の技術工業学校鍛造科卒業生の85％
は鍛造以外の職場を選択するといわれる。このような状況に対して、当社で
は初任給を高くし新人募集をしている。その結果、社内で鍛造現場の新規採
用社員の給与が他部門の既存社員より高くなる現象が生じている。
鍛造は機械工業において不可欠な基盤技術である。しかし、生産現場は熱、
騒音、振動、粉塵が発生し重筋労働と危険な作業を含むことから、日本では
90年代以降、新規就業者の採用が難しい状況となっている。人手不足にとも
なう国内供給能力の低下が懸念され、中国の鍛造業界への期待が生まれたが、
中国においても同様の状態が発生しており鍛造技術・技能への支払い対価が
反転している点に注目しなければならない。
写真2－5　大連大鍛鍛造有限公司の工場前景
資料）同社パンフレットより
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第3章　熱処理、表面処理
熱処理（heattreatment）は、鉄鋼材料の硬さ、祖性（引張強さ、曲げ強
さ）、耐摩耗性などの性質を調整する基盤技術であり、全体熱処理と部分熱処
理に分けられる。
全体熱処理には、材料を熟した後、急冷し硬さを増す焼き入れ、焼き入れ
によって硬化した鋼材に勒性を与えるため再加熱した後、徐々に冷却する焼
き戻し、鍛造加工などによって生じた内部のひずみを取り除き、組織を軟化
させ、展延性を向上させる焼きなまし（焼鈍）、焼きならしがある。
部分熱処理は、材料の表面や一定範囲部分の性質を調整する。浸炭、窒化、
高周波焼入れ、炎焼入れ等による表面熱処理、ガス浸炭、ガス窒化などガス
中で加熱処理する雰囲気熱処理、真空焼入れ、真空浸炭など真空中で加熱処
理する真空熱処理、イオン浸炭、イオン窒化などグロー放電を利用したイオ
ン熱処理など多様な処理方法がある。
表面処理（surfacetreatment）は、金属材料の表面の物理的性質および化
学的性質を向上させるための基盤技術である。物理的性質には硬さ、耐摩耗
性、電気伝導性、熱伝導性、潤滑性などがあり、化学的性質は耐食性、耐熱
性、耐薬品性、変色などである。
表面処理に属する加工技術は洗浄、メッキ、塗装、溶射、蒸着、エッジン
グなどがある。メッキは機能メッキと装飾メッキに大別され、電気メッキ、
化学メッキ、溶融メッキ、真空メッキなどの加工法がある。電気メッキには
有害な薬品を使用する場合があり、廃液や廃水処理設備が不可欠であるため、
初期投資は比較的大きくなる。
（1）熱処理専業メーカーの民営化　～大連熱処理有限公司
大連熱処理有限公司（以下、大連熱処理）の前身は「大連熱処理廠」であ
る。河口村河口小学校所属の集体企業（郷銭企業）として1985年に小学校敷
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地内に設立され、肌年7月に株式合作制の有限公司への転換を完了した。当
社の設立から企業改革の経緯は次のようである。
民営化の過程
80年代当時、農村部では村政府が小学校、郷鏡政府が中学校の経営管理を
担い、高等学校と都市部の小中学校は市政府および区政府が経営管理を行っ
た。村および郷銭政府は小中学校の建設、教員の採用など「自力更生」のも
とで取り組む必要があった。
大連熱処理有限公司董事長の劉兆敏氏は49年生まれ、河口村の農民出身で
ある。村長に推挙され教育資金を充実するために免税優遇措置のある学校所
属企業を設立し、利益は学校（柑）に上納することとした。
全く経験のない熱処理を創業事業として選択したのは、東京の熱処理メー
カー「大屋」が大連で熱処理合弁事業を検討しているという情報を得たから
である。日本企業側は大連市の熱処理業界は国有企業の「小両全・大而
仝」矧のもとに抱え込まれ、日本向け輸出を引き受ける熱処理専業メーカー
がいない点に注目して合弁事業を検討したものと思われる。そして、相談を
受けた市政府は中国側の合弁パートナーとして河口村をアテンドしたのであ
ろう。
劉村長は支払いに不安がある国有企業向けではなく、外資合弁企業による
日本輸出向けの熱処理事業に期待し、市教育局から5，000元を借り入れ中古
の熱処理炉を導入した。日本企業との合弁事業の検討を続けたが最終的な合
意に至らず、日本企業からの注文もないところからのスタートであった。創
業初期の売上高は10万元余りであったが鋸年には約1，100万元となり、大連
の熱処理専業メーカー7、8杜のうちの上位に位置している。この間、工場
を小学校敷地内から現在地に拡張移転している。
集体企業から民営企業への転換は2段階を経て進めた。1匝旧には企業資
産評価を行い資本金212万元の株式会社に転換し河口相と市教育局の持ち分
を明確にした。市教育局の持ち分は20％、河口相が80％を所有し、村政府持
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ち分のうち村長兼工場責任者の劉氏が董事長となり29％、従業員29名の経歴、
能力によって51％を配分した。すなわち、個人と行政（市政府教育局）の混
合所有制の株式合作企業となった。
その後、農相の義務教育が中央教育部の管轄になっていく過程で「政企分
離」を進める。2回目の転換はⅢ年に劉董事長が市教育局の持ち分20％を現
金で買い取ることで完了し、個人持ち株の民営企業（実質的には私有企業）
となった。これにともない劉氏は行政職を退任し民間企業の経営者となった。
民営化後の経営状況
約20年間の郷鎮企業の経営と柑政府への利益上納は、河口小学校の施設と
教育の充実に貢献し、郷鎮企業改革が完了した餉年にその役割を終えた。民
営企業への転換は次のような効果があったとする。第一に、正社員全員が株
主となって「自分の会社」意識が高まり、給与のほかに持ち分に応じた利益
配当を得られることから、作業能率を高めるための自主的な努力がなされる
ようになり生産性が向上したことである。
第二に、企業経営の自主権が確立したことにより、従業員（株主）の厚生
に集中することができるようになった。規定の税金を納めれば利益処分に対
する政府管理はない。例えば、これまでは従業員に年末ボーナスを支給する
ためには複雑な行政手続きが必要であった。劉董事長は郷鎮企業から民営企
業に転換した企業経営を「全く違う世界のようだ」と語る。
大連熱処理は焼入炉、焼鈍炉、渉炭炉、調質炉、高層派熱処理炉、ガスお
よびイオン窒化炉（武漢熱処理研究所）、真空熱処理炉（北京机電研究所）
など650、1，3（氾度、22基の熱処理炉を装備し、今期さらに1基を追加する予
定である。全体の年間熱処理能力25，㈲0トン、新たな設備導入により30，㈹0
トンとなる。伽年の実績は18，0仰トンであった。最大10トンまでの調質が可
能であり火力発電機のシャフト（10トン）、船舶用歯車（8トン）などの熱
処理実績がある。
顧客は第一汽車集団のトラックのトランスミッション、クランクシャフト、
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歯車、鍛造型、大連新船重工の舶用機器部品など国内大型企業向け60％、日
系企業向け40％、輸出はない。日系企業は岡野バルブ（パルプ）、丸裕（精
密鋳造）、日立宝源機械（高圧タンク、原子力発電機器メーカーの五二三廠
との合弁企業）などとの取引がある。
熱処理部門の閉鎖や熱処理メーカーの倒産が続いているなかで、当社は
「品質の信頼性」を第一に据えて各種硬度計、位相顕微鏡など検査分析設備
を備え4名の検査測定専門員を配置している。顧客の間で当社の熱処理技術
への信頼が確立しているので発注は安定している。
今後の展望と課題
大連の舵合熱処理専業メーカーとして存立基盤を確立した当社の次の経営
展望と課題は次のようである。第一に、処理能力の増強である。各種熱処理
の需要が伸びており当社への依頼も増えていることから、設備導入を進めて
いく。工場敷地には余裕があり工場増設を計画中である。しかし、遠方の顧
客からの受注と輸送コストのバランス、処理能力増加にともなう電力コスト
とのバランス、安定的な電力供給の確保が課題である。
第二に、従業月の熱処理技術者としての能力向上である。現在、従業員は
50名、うち正社員は30名。大連理工大学材料加工部熱処理科卒2名、瞭ホ濱
理工大学卒2名の熱処理専門の若手技術者を採用し熱処理関係の展示会を見
に行かせている。多くは郷鎮企業時代に経験を積み重ねた技能者であること
から、技術専門学校夜間部での社員教育、大連理工大学や技術専門学校教師
の出張指導、日本への研修生派遣を行っている。
日本への研修生派遣は日中友好協会の研修プログラムを活用したものであ
る。派遣費用は日中友好協会が負担し、研修先企業は滞在費、規定の給与を
支給する。1名が帰国し現場の責任者となっており、今後も研修生派遣を続
けたいとしている。
熱処理は重装備型装置系産業であり計画的な設備投資が求められる。顧客
は熱処理の経験と実績を重視することから、資本力にまかせて一気に設備投
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資を行ったとしてもすぐに市場を獲得することは難しい。この点、当社の20
年の経験と実績そして積極的な技術者、技能者の養成姿勢は新規参入企業に
対する優位性である。今後、国有企業内部に抱え込まれている熱処理部門が
外部資源の活用に向かうことが想定され、専門メーカーとしての当社の重要
性はいっそう高まるであろう。
以上のように当社は、熱処理に特化し聴合力と技術力で競争力を高めよう
写真3－1大連熱処理有限公司董事長　劉兆敏氏
としており、大連の基盤技術が専門特化に向かう動きとして注目する必要が
ある。
（2）溶融亜鉛メッキの専業化　～大連全州熱鏡辞有限公司
大連金州熱鍍辞有限公司（以下、金州熱鍍辞）の前身は、大連造船廠（規、
大連新船重工集団）向け船舶用配管の溶融亜鉛メッキを行うため1985年に設
立した大連市農業局所属の地方国有企業である。金川区西海工業開発小区に
立地し、工場数地面培25，000汀f、工場建築面積6，500mで、大連市の地方国有企
業改革、基盤技術の「専業化調整計画」を進め、遼寧省内で最大規模の溶融
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亜鉛メッキ工場となっている。
地方国有企業の改革と「専業化調整計画」
金川熱鍍辞では地方国有企業改革と「専業化調整計画」が98年から同時に
取り組まれた。地方国有企業の所有制改革によって、大連市農業局の持ち株
を経営幹部と従業員が引き受け、すべて個人株主の所有になった。98年の企
業資産評価額は66万元、企業が抱えていた債務が同額であったことから、企
業資産価値はゼロとされた。新たに株主となった13名は債務を引き継ぐこと
で、株式取得にともなう現金の支払いはなく企業資産の所有者となった。持
ち株構成は、董季長の姜氏47％、軽骨幹部の都氏24％、残りは11名の従業員
が所有する形になった。
「専業化調整計画」に関しては、金属表面処理工業の専業化重点工場＜専
業定点生産廠＞の指定を受け、溶融亜鉛メッキ専業企業への改造、追加投資を
進め固定資産総額1，161万元となっている。98年時点の主要設備は溶融亜鉛
メッキ槽（L．9．2mXW．1．8mXD．2．2m）1基、最大の酸洗槽（L，12．4mX
W．1．8mXD．1．7m）ほか8基、その他処理槽3基、高圧洗浄設備1セット
であったが、04年には溶融亜鉛メッキ槽1基のほか最大の酸洗槽（L．12．Om
XW．3．OmXD．1．7m）ほか6基、隣化槽1基、脱漆槽1基、中和槽1基、
洗浄槽2基、密閉処理槽1基、高圧洗浄設備3セット、串抽設備など多様な
表面処理槽や関連設備、大連化学物理研究所の自動排水処理設備を装備する
に至っている。
「専業化調整計画」による設備改造で年間処理能力は5，腑0トンから10，000
トンに拡大し、溶融亜鉛メッキの国家標準、JIS作業標準、JIS試験方法標準、
国際標準にそった大連市船舶用鋼管溶融亜鉛メッキ標準などの認定を取得し
ている。
事業経営の内容
04年の処理実績は約8，個0トンであった。05年は造船業界が好況であるこ
とから10，000トンを見込んでいる。主要顧客は大連新船墓工集団向けの舶用
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部品が約50％、大連氷山集団の冷凍機部品、潮海造船向け舶用部品、古河電
工、ABBなどが約50％を占めている。
従業員は国有企業改革の過程で30名はどレイオフせざるを得なかったが、
現在、もとの従業員規模約100名に戻している。メッキ専門技術者8名、品質
管理8名、営業4名、管理13名、現場作業約70名の編成である。受注は好調
で現場作業は2交代16時間操業を行い、民営化で引き継いだ債務は半分にま
で圧縮した。
原材料の亜鉛インゴットは、萌芦島の日本企業の建設した亜鉛精錬工場よ
り調達している。亜鉛メッキを施す部品や製品は顧客が当社まで搬入し、処
理後、持ち帰っている。メッキ処理単価は鋼管、架台など簡単な形状のもの
は1，700、1，800元／トン、ラジエターなどの複雑形状のものは4，000、5，000
元／トンである。
基本的な処理工程は、酸洗、水洗、加熱乾燥、亜鉛メッキ、冷却の順であ
る。工程における課題は、第一に、亜鉛溶融のための熱源であるガスの価格
上昇の吸収、第二に、排水処理と排気処理コストの吸収である。この点、大
連市の溶融亜鉛メッキ業界は7～8社で構成され、当社は大物の処理が可能
な最大手としての優位性をもつことから、さらに処理能力を拡大し受注を増
やすことでコスト上昇を飲み込もうとしている。当面、受注増は現状の処理
能力で3交代24時間操業することで対応する構えである。
大連市のメッキ業の操業規制は厳しく、クロームメッキ、ニッケルメッキ
などのニーズがあることは解っているが、現在地では事業認可は下りない。
新たにメッキ業を展開するならば、大連経済技術開発区のメッキ工業団地に
立地する必要がある。
当社は溶融亜鉛メッキへの専門特化を深めていくこととしている。そのた
めに、国内需要に対応していくとともに、輸出を視野に入れている。かつて、
商社や鋳物、溶接を行う企業を経由して日本向け輸出製品のメッキを行った
ことがある。今後、大連で加工した日本向けの建設構造物、船舶内外装部品、
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冷却タワーなどの溶融亜鉛メッキを直接受注することを経営課題としている。
当社は、基盤技術の一つである表面処理の中で溶融亜鉛メッキに特化し資
本、設備を集中して優位性を高めている事例である。特定の基盤技術に特化
する過程では、大連市の機械工業の高度化政策である「専業化調整計画」が
効果的であったと評価できる。
しかし、将来を展望すれば溶融亜鉛メッキは、多様な表面処理技術の中で
機能メッキなどと比べ要求される精度や品質水準は荒く、処理する部品や製
品のトン当たり単価を競う世界である。競争力を維持するためには、設備拡
大、大量処理を求めて行かなくてはならず、ある段階で大物重量物の輸送コ
ストが成長を制限することになろう。したがって、メッキ処理工程の合理化、
生産性の向上が当社の重要な経営課題となろう。
写真3－2　大連金州熱鍍有限公司の溶融亜鉛メッキ処理製品
（3）メッキ専門加工技術の発揮　～品川精密電鏡（大連）有限公司
大連に進出した日系メーカーは部品の現地調達を進めるなかでメッキの必
要性を訴えてきたが、大連経済技術開発区内でのメッキ処理は厳しい立地規
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制がかけられていたこともあり、これまで何度か日系メッキ企業の進出案件
が検討されたものの実際の企業立地には至らなかった。
品川精密電鍍（大連）有限公司（以下、品川電鍍）の開発区メッキ団地へ
の工場立地は、大連市で最初のメッキ専業企業の進出となった。07年現在、
従業員数350名（うち日本人技師・管理者6名）資本金1（氾万ドル、総投資額
500万ドルの企業に成長している。
大連進出の経緯
品川電鍍は福井県鯖江市に本社を置く㈱東亜エンタープライズ（代表取締
役・品川辰夫氏、資本金4，恥0万円）と一部社員が出資する日系独資企業で
ある。01年に表面処理事業の認可を受け、大連経済技術開発区臨港工業区の
メッキ因地に9，200rガの敷地を確保し、02年より眼鏡フレームおよび工業部
品のメッキを開始した。
品川電鍍の童事長・総経理の品川辰夫氏は、鯖江市の有力な眼鏡フレーム
メーカー㈱サンリープの副社長・製造本部長を務め、92年に蘇州市昆山市の
「蘇州三麗眼鏡有限公司」（眼鏡フレーム）、93年に「昆山三麗電鍍有限公司」
（眼鏡フレームメッキ）を立ち上げ、総経理として経営を担当した。20％の
株式を保有していた三麗電鍍有限公司は一時、事業が不振となったが、その
際に全株式を買い取り再建に努力し経営を立て直している。
60歳の退職時に昆山の三麗電鍍を売却して得た資金と内部留保、退職金を
原資として大連に投資し品川電鍍を設立する。三見電鍍は三麗眼鏡向けの
メッキ加工を行うほか、大連市普蘭店市の中西眼鏡向けにも眼鏡フレームの
メッキを受注しており、同社から大連でのメッキ加工の要請があったこと、
大連市をはじめ、中国の日系メーカーのメッキ加工ニーズが強いことを理解
していたことによる大連への投資決断であった。
眼鏡フレームのチタン、形状記憶合金などの多様な素材のメッキ、被膜厚
や表面仕上げに関する眼鏡メーカーの高度な要求に対応してきた専業加工業
としての技術蓄積が、多様な工業部品のメッキ加工を受注する優位性となっ
－56－
ている。そうした技術的経験蓄積を背景とした大連進出であった。
大連のメッキ事情
大連市の産業振興政策では、大連経済技術開発区にメッキ専用の工業用地
を用意し、メッキ加工業の集積形成を図り集合管理を行おうとしている。例
えば、排水処理については、現在、各社が社内で処理した排水2日分の貯水
タンクの設置が義務付けられ、水質検査後、排出している。今後、メッキ団
地で集中処理する計画がある。昆山市での事業経験と較べると、大連市政府
のメッキ業に対する環境保全、消防、公安などの行政管理項目は多く規制が
強い。公害や労働災害の防止にしっかりと取り組んでいるとみている。
当社では環境負荷低減の取り組みとして、RoIiS指令訓に対応している。
04年には半田メッキをスズ・銅メッキに切り替えて鉛フリー対応を行い、05
年には化学ニッケルメッキを鉛・カドミウムフリー対応を行っている。さら
に、工場からの排水ゼロをめざし、排水処理設備に逆浸透膜を設置、排水を
純水化し再利用している。
品川電鍍が立地する地区には、日系企業は当社のほか華東地域から進出し
た大山表面処理有限公司、端子用フープ材のメッキラインを増設するため工
場を展開したモレックス、自社用青銅パルプのクロームメッキ工場を建設し
たKTVがある。中国企業では亜鉛メッキを行う企業など2社が立地してい
る。
大連市にはメッキ専業企業は亜鉛メッキを中心に約30社があるとされる。
日系ユーザー側のロトーカルのメッキ業への評価は、一定の技術水準に達して
はいるが、生産管理や技術面の厳しい要求への対応には不安が残るというも
のである。発注側が設備を導入・貸与し技術指導を投入しても熟練が形成さ
れないうちに作業者がやめてしまうケースが続いている様子である3㌔
メッキ専業の日系企業が進出したということで、多様なメッキ加工の依頼
が寄せられている。現在、40社ほどと継続的な取引があり、そのほとんどは
日系企業である。1、2社は大手日系メーカーが部品加工を発注している
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ローカルの加工業であり、メッキについては当社への発注指定を受けている
ものである。多くの場合、大手メーカーの外注担当者は中国人スタッフであ
り、既にメッキ加工の外注先との取引関係が成立している。ある種の既得権
益が形成されている場合もあり、ここに営業して新たな受発注関係を構築す
ることは難しい。新規の日系メッキ加工業が既存の取引関係に参入する際に
「触れることのできない」ところがあるというのが、現在の大連のメッキ事
情であるようだ。
「表面処理のデパート」をめざす
当社は眼鏡フレーム用金メッキ、パラジウムメッキからスタートし、鋼、
錫、ニッケル、亜鉛、銀、硬質クロム、アルマイト、各種合金メッキなど12
種類のメッキラインをはじめ、カナオン電着塗装1（氾色、スプレー塗装、硬質
・白・カラーのアルマイト処理など、顧客の要望に応えるため多様なメッキ、
塗装ラインを配置している。さらに07年度中に樹脂メッキラインを予定して
いる。
メッキ、塗装といった表面処理加工は、装置型産業であり初期投資が比較
的大きく、資本が長期に固定化する。設備投資の償却を可能とする一定以上
の受注量が見込まれないと、新規立地は難しい。メーカーは大量の表面処理
部品が必要な場合、社内に専用の処理ラインを配置するが、内製化するだけ
の量に至らない部品、特殊な処理を必要とする部品を専業の表面処理加工業
に外注依存することになる。
大量の単一処理を求めるメッキは、既にローカル企業が対応していること
から、当社は専門技術の経験・蓄積のある眼鏡フレームの量産処理をペース
にして、多品種少量のメッキ加工に挑戦し存立基盤を確立しようとしている。
多品種少量のメッキ加工については、技術と経験の蓄積がないと対応できな
い。この点、当社がローカルのメッキ専業企業に対する優位性を発揮できる
分野となる。
「表面処理のデパート」をめざす当社は、中西眼鏡、任特眼鏡などの眼鏡
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フレーム、ローム電子、アルプス電子などの電子部品、マブチモーター、筆
録松下、三菱電機、大連東芝など電気機器部品ほか自動車部品、建築部品、
精密部品のメッキ、塗装を受注しており、取引先は大連を中心に藩陽、天津
に拡大している。
メッキ、塗装は部品加工の最終工程に位置し、次の工程は組立となる。部
品のメッキ、塗装の後工程の組立までやって欲しいというユーザーの要求が
あり、当社は前向きに受け止めていく考えである。
人材育成の課題
メッキ専業の日系企業ということで、ユーザーは「日本の品質、中国の価
格」を要求するため多品種少量のメッキ加工は利益を出しくい。自動化でき
ない小ロットの仕事で利益を搾り出すためには、社員の技術、技能の蓄積が
必要である。現場研修を重ね社員を多能工に育てることにより、さらに多様
で小ロットのメッキ、塗装の受注を可能にし、トータルの受注量を拡大して
いく構えである。
この点、昆山市での経験と比較してみると、モノづくりの現場で技術・技
能を積み上げていく姿勢は東北人の方が、通性があるとみている。若い男性
社員には一攫千金を狙う向きもあるが、女性社員の技術・技能形成にはめざ
ましいものがあるとする。鵬年から黒字決算となっており、増資の際に創業
時から頑張ってきた社員に持ち株を分配している。
品川繚経理の子息が副総経理として入り家族も大連に滞在している。中国
での生活を前向きに捉えて副総経理の子息は中国の保育園に預けている。中
国で事業に成功するためには、まず「家業」として成功する必要があるとし
親、子、孫の3世代が大連で生活し事業に取り組んでいる。
家族ぐるみの中国進出は韓国系中小企業によくみられるケースだが、日系
中小企業にも「中国に腰を据えた」進出が出現してきたのである。派遣、駐
在型の経営者とは異なる新たな経営人材が育っている。
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写真3－3　品川精密電鍍（大連）有限公司董事長　品川辰夫氏／副総経理
品川謙二氏
第4章　板金、プレス
板金加＝（sheetmetalworking）およびプレス加工（sheetmetalstamping）
は、比較的薄い鋼板の勢断、溶断、曲げ、絞り、溶接、打ち抜きを行う加工
技術であり、厚物鋼板の勢断、溶断、曲げ、溶接などは製缶加工とされる。
板金およびプレス加工には、鋼板を努断、溶断する努断機、レーザー加工
機、曲げ加工を行うプレスブレーキ、絞りや打ち抜き加工を行うプレス加工
機、溶接加工のためのガス溶接、アーク溶接、スポット溶接などの溶接機を
セットで備える場合が多い。プレス加工では、金型の製作が重要な加工技術
となる。
（1）プレス板金の総合加工　～大連葦目金属成型廠
甘井子区に立地する大連華目金属成型廠（以下、華日金属）は、板金プレ
ス、溶接、金属線材加工、粉末塗装を行う金属加工業である。1993年から国
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有企業改革に取り組み、現在、私営独資企業となっている。また、2001年に
日本企業の（槻リッチェルと合弁し「大連金立金属製品有限公司」を設立して
いる。
地方国有企業改革の経緯
華日金属のルーツは50年代に設立した大連市軽工業局所属の地方国有企業
「大連塘蛮配件廠」である。放球製品を生産する工場であった。93年に経営
請負責任制＜承包経営賃任別＞321を導入し所有と経営の分離を図り、事業内容
を板金プレス加工に集中していく。
さらに97年には「産権」改革に踏み込み、社会主義経済体制の特徴である
「工場制」から、現代企業制度をめざす「公司制」に転換しだ㌔すなわち、
大連市軽工業局所属の地方国有企業から、私営独資企業の株式会社く股紛有限
公司＞となった。資本金は30万元、国有企業時代の工場長であった宋金成氏
が株式の100％を保有し従業員の雇用、工場設備を引き継いでいる。
現在、従業月は200名。加工現場に約140名、CAD設計5名、営業4名、
残りが事務・管理部門である。工場長の張氏は60年、内蒙古自治区赤峰市に
生まれ、太原機械学院を卒業後、機械技術者として鞍山砿山機械廠に配属と
なった。「産権」改革に取り組もうとする宋氏に誘われ、96年に当社に入社
し工場長を務めている。乾山砿山機械廠も国有企業改革を進めていたのだが、
張氏は自身の活躍の場として華日金属を選択したのである。各地の国有企業
改革の過程でモノづくり人材が流動している。
華目金属は、経営権が明確になって以降、ターレットパンチ、プレスブ
レーキ、絞りプレス、CAD用パーソナルコンピュータ10台を導入し、03年に
工場増設を行うなど積極的な設備投資を回ってきた。また、ISO9000の取得、
輸出権の獲得などにより売上高は一貫して増加し、05年には約2，500万元と
なっている。
2001年に富山市の㈱リッチェルと合弁企業「大連金立金属製品有限公司」
を設立した。登録資本金30万元、日中それぞれ50％の出資である。田年の売
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上高は約100万元と小規模であるが今後の事業拡大が期待される。
リッチェルは56年に「シルバー樹脂工業所」として創業、91年に現社名に
変更した。髄年の従業員数約5（泊名、資本金6億1，釦0万円の国際中堅企業と
なっている。プラスチックを中心とした日用品、園芸用晶、ペット用品、ベ
ビー用品、エクステリア用品、オフィス用品など自社ブランド製品の製造販
売およびプラスチック製工業用部品の受注生産を行い、大連市のほか広東省
東莞市、江蘇省昆山市にプラスチック製品の製造拠点を展開している0
大連への進出は、華日金属の保有する薄物金属加工技術に注目したものと
推察される。大連事業所ではリッチェル向けのペット用ゲージ、ステンレス
家庭用品などの金属線材製品を生産し全て輸出している。
プレス板金加工技術の編成と今後
華日金属の加工分野はプレス板金、深絞り、溶接・組立、金属線材加工、
粉末塗装であり、プレス金型を内製している。プレス板金および深絞り関連
の設備編成は、6～400トン（済南第二機床廠）のパンチプレス56台、40～100
トンの絞りプレス5台、315トン油圧プレス（海陽鍛圧機器廠）1台、努断
磯2台、ターレットパンチ、プレスブレーキ（それぞれアマダ製）である。
溶接・組立分野では、各種溶接、ロー付けが可能である。粉末塗装1ライ
ン、金属線材加工設備、ワイヤーカット放電加工機、旋盤、フライス盤など
プレス金型製作ための一連の工作機械を装備している。
プレス板金加工能力が充実している点を活かし、大連日系メーカーから板
金部品加工を受注している。例えば、大連三洋向け冷凍機用ステンレスバル
ブ、東芝大連向け医療用機器精密スタンド、富士電機大連向け自動販売機部
品ほか大型空調機カバー、コンプレッサー用フアン、送風機カバーなどの板
金加工である。
売上高の約80％は大連三洋、東芝大連、富士電機大連からの受注であり、
荏原製作所、東芝三重事業所、川崎重工業など日本向け直接輸出が約10％で
ある。商社経由で米国、EUにも輸出している。
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今後の経営方針として第一に、総合的なプレス板金加工技術を充実させる
とともに、溶接・組立部門を拡大しユニット部品の生産に展開すること。第
二に、日本メーカーとの直接取引を増やし輸出を拡大することとしている。
そのために、設備投資を継続し、人材の確保を図る。設備投資資金につい
ては、不動産および設備の総資産2，000万元を担保とした銀行融資にて調達
可能であるとする。実際、材料調達のための須期融資（融資期間1年、年利
5％）を得ている。
以上のように、新中国建国期に創業した斑部製品生産を担う地方国有企業
が「改革開放」「匡惰．企業改革」の流れのなかで、プレス板金加工技術に集
中し専門加工業として再生したことが理解できる。特定の基盤技術を担う専
門加工業が登場し、中小金属加工業が増加することにより、大連市の機械工
業集積は金属加工技術の多様性と厚みを増していくことになるのである。
写真4－1　大連牽日金属成型廠のプレス板金加工
（2）ステンレス板金加工に特化～大連万隆不鋳鋼制晶有限公司
大連万隆不鋳鋼別品有限公司（以下、万隆）は、甘井子区北海種済開発区
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に立地するステンレス板金加工専業の私営企業である。ステンレス食器を生
産する全人民所有制国有企業が所有制を転換し私営独資企業となり、ステン
レス板金加工業として再生したケースである。
1993年の「中華人民共和国公司法」の公布、舛年の「現代企業制度を試行
するいくつかの国有大中型企業の選択に関する草案」の提出により、全国100
社の国有企業において「工場制」から「公司制」への転換が取り組まれた。
そうした流れのなかで96年に当社は大連市の国有企業で最初に「売却」によ
る所有制の転換を図り私営独資企業になった聖。現在、売上高の約80％は日
本向け輸出となっている。
「売却」による国有企業改革
万隆の前身は、92年に設立した「大連不鋳鋼（ステンレス）器皿別品廠」で
ある。中国軽工業部所属のステンレス食器を生産する工場の一つであった。
「不鋳鋼器皿制品廠」は、大連市のほか瞭ホ濱市、天津市、広州市の4カ所
にあった。
工場設立してまもなく94年には旧東ドイツ向けの洋食器輸出が途絶え、生
産が停止する事態に陥り、国有企業改革が断行される中で「大連不鋳鋼器皿
制品廠」は所有制を転換し「大連万隆不鋳鋼別品有限公司」となった。所有
制の転換では、137万元と評価された国有企業資産の「売却」が試みられたが、
赤字であり製品の販売先も見えない企業を買う者はいなかった。
そこで、早急に生産を再開するために実際には売却代金は求めない「零資
買断」となり、96年に旧「大連電器廠」の新製品開発担当であった呉仕強氏
ほかが、株式化された企業資産を受け継ぎ再建を担うこととなった。登録資
本は137万元である。
97年のアジア金融危機の影響で輸出も国内販売も厳しくなる経営環境のも
とで、呉氏は企業再建の意欲を失った他の株主から株式を買い集め、98年ま
でに全ての株式を所有し聴経理となり企業再建に向かう。こうして、万隆は
実質的に呉氏が所有する私営独資企業となった。
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現在、従業員は60名。加工現場に盟名、製品開発5名、経営管理2名の編
成である。融雪装置、耐震転倒防止金具、物流関連機器、食品加工設備のス
テンレス板金部品の加工により、年間売上高約500、1，000万元で推移してい
る。
ステンレス板金加工に特化
創業期よりステンレス板金加工を行っていたことから、従業員の技術・技
能の蓄積、設備の編成はステンレス製品製造に関しては他社と比べ優位性が
あった。問題はステンレス加工技術や製品の販売先であった。
この点、新たな顧客となったのが日本企業である。当社には輸出自主権が
ないため、中国側商社が日本側商社からステンレス板金加工を受注し、当社
が加工した製品を輸出している。輸出が売上高の約80％を占め、そのほとん
どは日本向けであり、一部、韓国向けステンレスバルブがある。約20％の国
内向けは台所用棚、レストラン用移動棚などの厨房器具類である。
日本に輸出する製品は「親星㈱」（札幌）向けの融雪装置のステンレスカ
バー、パイプ類があり、日本でバーナーを取り付け完成品となる。また「旭
興産㈱」（東京）向けに柱の補強金具、家具の転倒防止金具、「共立」（大阪）
向けにステンレスパレット、醤油や醇などの液体輸送用容器、「伊勢美」（大
阪）向けには牛乳撹拝装置の板金加工を行い支給されたモーター等の電装品
を組み込み完成品として輸出している。
このように、当社の日本向け輸出の仕事は日本から加工図面、製品図面、
電装品などを支給され、中国で板金加工、組立てを行い、製品を日本に戻す
といった日本企業のOEM受注生産のスタイルである。
原材料のステンレスは、浦項製鉄所製を2、3、4メートルに切断した研
磨済みの板材を仕入れる。厚さは0．8、1．0、1．2ミリメートルを使うことが
多い。ステンレスパイプ材を含め年間使用量約100トン、売上高に占める原
材料比率は約60％である。匡l産材では大原梨鉄製があるが成分が不安定であ
り、また、研磨が不十分であることから、外観検査が厳しいE本企業向けに
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は使えないとしている。日本企業向け製品は溶接の仕上げ面、表面の傷、汚
れに特に気をつけている。
製品メーカーへの展望
これまで当社は、商社を経由した日本企業向け製品の賃加工により企業再
建に努力し、現在、抱えていた負債は返済を終えている。毎年の売上高に対
する粗利益率は約20％であり、将来の設備投資に備え内部留保を続けている。
現施設は北京ジープ向けのゴム部品を生産していた工場を買い取ったもので
ある。今後の事業拡大を目指すには手狭になっており、新工場建設を計画し
ている。
板金加工業から製品メーカーへ転身していくケースは少なくない。当初は
簡単な一部の板金加工部品の賃加工を担いながら、徐々に装置、機器の全て
の板金加工を受け止めていく。装置、機器類のボックス、カバーなどは容量
が嵩張り、輸送は“空気を運ぶ”といわれ、発注者、受注者共に装置、機器
類の“中身”を組み込んだ完成品に近いかたちで取引しようとするニーズが
発生する。
取引の信頼関係が形成されるにしたがって発注者側は装置、機器類の電装
品、機構部品などを支給し、受注側は板金加工と製品組立まで引き受けてい
くことになる。受注側は製品組立作業を重ねて行く中で装置、機器類の構造
や機能の理解を深め、製品組立や調整ノウハウを蓄積していく。
当社は日本輸出向け装置、槻器類の加工、組立の経験をもとにして、中国
市場向けに変更、改良を加えステンレスを用いた装置、機器類の製造販売に
展開したいとしている。自社製品開発に取り組むためにCAD設計チームを
橘成しており、今後、各地に販売代理店を配置しアフターサービス態勢を整
えていく構えである。
装置メーカーに転身するための当面の課題として、新規加工設備の導入と
新工場建設の資金調達を挙げている。プレスブレーキ（瓦房店機械廠製）2
台、勢断機、パンチプレス、絞りプレス、溶接機など板金加工に必要な一揃
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いの工作機械は装備しているが老朽化しており、高精度加工への対応が難し
い。市中銀行融資や政府支援を得るための要件が厳しいので、現有設備で新
製品開発に取り組み国内市場開拓の実績を示し企業の信用力を示そうとして
いる。
以上は、鋤年代の中小国有企業改革の下で「売却」によってステンレス加
工業として再生したケースである。大連市機械工業の基盤技術を担う中小機
械加工業が加わったことになる。日本企業の賃加工、OEM生産を受け止め
ながら企業再建を果たし「将来は自社製品メーカーになりたい」と希望を語
る意欲的な中小企業家がいることに注月しなければならない。
写真4－2　大連万隆不鋳鋼制品有限公司総経理　呉仕強氏
（3）日系板金加工業の進出～大連城山金属加工有限公司
大連経済技術開発区には2006年末に529社の日系企業が進出しているとさ
れる。そのうち機械金属工業は163社を教えることができ、40社が製品メー
カー、123社が部品加工業とみられる3㌔大連穫済技術開発区の日系中小機
械加工業は、大連市機械工業における重要な基盤技術集積を形成している。
－67－
「産業部品センター」への進出
大連経済技術開発区では、中小機械加工業の開発区への進出を促進するた
め「産業部品センター」「部品加工供給センター」「金港産業部品センター」
「光伸産業部品センター」および金型関連企業の誘致受け皿として「大連金
型工業団地」36Iを整備している。
大連城山金属加工有限公司（以下、城山金属）は03年1月、「産業部品セ
ンター」の貸工場にて板金加工業を創業した。大連への進出は初めての海外
直接投資であったが、中小工業向け貸工場に入居することでスムーズに操業
を開始することができた。
城山金属は、静岡市に本社を置く（有）城山製作所とその関連会社㈲加山工業
所および賄）用宗金属の3社の出資による日本独資企業である。資本金8，400
万円、城山製作所代表取締役の山下陸生氏が総経理に就任した。
従業員は約50名、技術責任者として日本人が1名駐在している。建築面積
3．350rガの工場にNCターレットパンチ1台、シャーリング1台、ベンダー
マシン4台、セットプレス1台、コーナーシヤー1台、アルゴン溶接機、ス
ポット溶接機、アーク溶接機など板金加工設備一式を装備している。
主な営業品目は注文建築金物、外装や天井アルミパネル、スチールパネル、
照明ボックス、ブラインドボックス、工作機械等のカバー、タンクなどの板
金・溶液加工品を扱っている。板金加工品はメッキや塗装などの表面処理が
施され完成品となる。当社の場合、同じ静間市に本社を置く塗装業が進出し
たので、そこに塗装を外注している。この塗装業の大連進出は城山金属との
“同伴進出”であったといわれている。
はじめて中国進出に踏み出そうとする中小企業にとって、地元政府機関と
の進出手続き、土地の確保、工場建設、設備の搬入、従業員の採用と寮・社
宅の確保、技術・技能研修、製品の輸出手続きなど、生産を軌道に乗せ利益
を確定するまで大変なエネルギーを要する。この点、当社は「産業部品セン
ター」の貸工場への進出において、大連経済技術開発区招商中心の手厚いサ
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ポートを評価している。
加工能力を超える受注
現在、日本への輸出が売上高全体の50～60％を占める。中国国内向けの加
工は大連経済技術開発区の日系メーカーが顧客である。例えば、三菱電機の
放電加工機のオイルタンク、スター精密の工作機械カバーなどである。
中国現地メーカーからの引き合いもあるが価格が折り合わず取引はまだな
い。中国の板金加工価格に合わせることが難しい最大の理由は、原材料の薄
板銅板（厚さ1．2、3．6ミリ）を日本から輸入していることにある。近年、鋼
材価格の上昇で中国材と日本材の価格差はさほど大きなものではなくなって
いるが、材質にまだ不安があるので全量、日本からの輸入材を使用している。
鋼板を日本から輸入し半製品に加工し重ねてコンテナに収納すれば、日本へ
輸出して本社で仕上げ加工してもコストは吸収できるという。
当面、大連事業所は日本向け輸出と大連日系企業からの受注を中心に考え
ていく構えである。実際、受注量が現有の設備加工能力を超えており、残業
写真4－3　大連城山金属加工有限公司の入居する「産業部品センター」の
貸工場
で対応している状況であるので中国現地企業への営業開拓はしばらく様子を
みていくこととしている。
このように、日本の中小横根加工業にとって大連事業所は、日本向けの輸
出拠点であるとともに、中国の日系メーカーへの部品供給拠点の位置にある。
日系メーカーへの部品供給に関しては、いまのところ設備装備力、加工技術
力の面で日系加工業が優位にあるが、今後、大連の中小機械加工業が資本蓄
積を進め加工技術力を高めていくことにより、「品質」「価格」「納期」を巡
る受注競争が激しくなるであろう。
また、大連の中国加工業の日本輸出と大連の日系加工業の中国メーカーへ
の内販を巡る両者の競争が発生するであろう。日系加工業にとっては価格競
争力、中国加工業にとっては品質（技術）競争力が重点課題となろう。
（4）基盤技術蓄積の可能性と課題　～凱万克精密部件（大連）有限公司
凱万克精密部件（大連）有限公司（以下、ケイマック大連）の親会社ケイ
マック㈱は大阪に本社を置き、国内6事業所、海外5事業所を展開する国際
中堅企業である。事業内容は住宅・建材部門と自動車部品部門に分けられ、
住宅・建材部門ではユニットバス部材、システムバス部材、システムキッチ
ン部材、サニタリーウェア、洗面化粧台など、自動車部品部門では自動車用
シートベルト部品、エアバック部品、ファスナーなどを扱っている。
01年に上海市に進出して以降、次のように海外生産拠点および販売拠点を
展開している。
01年「凱万克建材別品（上海）有限公司」（上海市松江区、従業員帥名、
住宅水回り部材、自動車部晶の生産）
03年「凱万克精密部件（大連）有限公司」（大連市大連経済技術開発区、
40名、住宅水回り部材の生産）
「KmacBangkokFastenmgCo．．Ltd」（タイ、チョンプリ、15名、シー
トベルト部品生産、ファスナー販売）
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「ShinshoKmacPrecisionParts，L．L．C」（米国、デトロイト、4名、
シートベルト商品、ファスナーの販売）
髄年「凱万克神商商貿（上海）有限公司」（上海市、シートベルト商品、
ファスナーの販売、5名）
07年「北京凱音感工貿発展有限公司」（北京市、自動車部品詞達・販売、
1名）
ケイマック大連の進出と事業
1年半のF．S（フィージビリティスタディ）の後、03年に資本金7，㈲0万
円の日本独資企業のケイマック大連を設立、大連経済技術開発区「産業部品
センター」の貸工場に入居した。大連経済技術開発区への進出に際し、ハー
ドの受け皿（貸工場）が整備されており、進出支援ソフトも適切であったと
評価している。
2，0∞融の貸工場にアマダ製のターレットパンチ1台、シャーリング2台、
ベンダーマシン2台、パンチプレス4台および溶接ロボット2台、スポット
溶接1台を備えている。先に進出した上海事業所では台湾梨の板金加工設備
を導入したが、加工精度が荒く故障に悩まされたので、設備はすべて日本の
事業所より移設したものである。
現在、製品の90％は日本向け輸出、10％が大連経済技術開発区のトステム
および東芝大連向けの板金部品である。日本向け輸出は本社の営業で受注し
た浴室ドアフレームなどの板金部材が主軸となっている。F．S段階では大
連の日系メーカーからの板金部品加工の受注を期待していたのだが、中国市
場の変化が速く現地受注生産は伸び悩んでいる。また、中国現地メーカーと
の取引は支払い面での不安があるので、当面は日本向け輸出と中国日系メー
カーとの取引が中心となる見込みである。
ケイマック大連の扱う板金製品は、加工後に塗装やメッキで表面処理を施
されて完成部品・部材となる。発注者側は納品された部品・部材を再度、加
工・処理するために外注企業を探し、発注事務手続きを行い、輸送・回収す
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る取引コストを避けるため、最終加工工程に位置する塗装やメッキを施して
から納品して欲しいという要求になる場合が多い。
当社の本社や顧客からの要求も同様であり、加工した板金部品・部材の表
面処理が必要となっている。塗装やメッキは大きな固定資産投資が必要であ
り、板金加工業が専用ラインを装備することは負担が大きい。そこで近場の
表面処理の専業企業へ外注することになる。当社は、焼付け塗装に関しては
03年に大連経済技術開発区に進出した岸萬塗装㈱（焼津市）へ、粉末塗装は
地元の中国企業へ、メッキに関しては01年に大連経済技術開発区「メッキ団
地」に進出した品川精密電鍍（大連）有限公司に依頼している。とはいえ、
華南地域や上海を中心とする華東地域に比べ、大連には表面処理の専業加工
業が少ないというのが当社副緻経理の所感である37－。
大連の基盤技術蓄積の可能性と課題
中国でのモノづくり経営経験の長い当社の副総経理の談話より、大連機械
工業の基盤技術の可能性と課題について述べる。基盤技術蓄積の可能性につ
いては、大連市のモノづくり人材に注目する。
ケイマック大連には40名の従業員がいる。男子が30％を占める。全員が瓦
房店市、普蘭店市、庄河市など大連市の郊外市の出身であり「産業部品セン
ター」に付属する寮に入っている。ケイマックの上海事業所には80名の従業
月がいるが離職する者が多く、新規募集してもモノづくりに意欲を持つ応募
者が少ない状況にあるのに対して、ケイマック大連の場合、創業以来採用し
離職した者は2名に留まっている。勤務姿勢はまじめで社内の技術・技能研
修に真剣に取り組んでいる。
大都市上海には、製造業以外に多様な就業機会があり、また、多様で斬新
な消費機会がある。10代、20代の若者にとっては限りない可能性が開かれて
いる場所なのであろう。そうしたところで5年、10年の経験が評価されるよ
うな基盤技術の蓄積過程は好まれないのであろう。
この点、塙副稔経理は、中国東北地域に位置する大連の場合、モノづくり
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に向かう若者の姿勢、気質は華東地域や華南地域の若者の気質と異なると評
する。大連地域には時間をかけてじっくりとモノづくりに向き合うことので
きる若者が多いと見ている。現場の経験の蓄積が重要な機械工業の基盤技術
の世界において、5年、10年後に素晴らしいモノづくり人材が輩出する可能
性があるとする。
大連の基盤技術を巡る人的資源の可能性が見える一方、基盤技術を担う企
業経営を巡る課題もある。板金加工業にとって、素材となる鋼板価格の上昇
が大きな課題となっている。素材供給不足と価格上昇は、機械金属加工業の
安定的な経営を揺るがし、継続的な基盤技術の蓄積を難しくする恐れがある。
当社では顧客指定の鋼板調達とスペックに応じた調達を行っているが、中
国国内需要が急増しており、国産鋼板、輸入鋼板ともに供給の逼迫と価格上
昇への対応に苦慮している。日本製の鋼板も種類によっては、中国市場への
販売を優先するので日本では人手が難しく価格も高い、あるいは逆に日本で
の調達価格のほうが中国より安いという現象が起きている。
現在、ケイマック大連は日本本社の受注した仕事の中国生産・日本向け輸
写真4－4　凱万克精密部件（大連）有限公司の入居する貸工場
出拠点としての役割を担っている。しかし、鋼板素材価格の上昇が続き製品
輸出の輸送費負担が重なれば、単純な輸出拠点としての役割は変更して行か
ざるを得ないであろう。
ケイマック大連においては、優秀なモノづくり人材を養成し、大連の板金
加工業において板金加工技術の優位性を確保することが重要な経営課題であ
ろう。また、グローバル市場に乗り出しているケイマックにおいては、日本
と中国（大連、上海、北京）、米国の事業所の役割を、いかに最も効果的に
発揮させるかという国際経営戦略の構築が重要な経営課題となろう。
第5章　切削、研削
工作機械（machinetool）を使用して素材を望む形状や寸法の部品に加工
することを機械加工（machinmg）といい、このうち刃物を用いて素材を削
る機械加工を切削加工（cuttmg）という。切削加工は機械工業の基盤技術の
なかで除去加工に分類される。
機械加工を代表的な工作機械の種類により分類すると、旋盤、ポール盤、
中ぐり盤、フライス盤、平削り盤、形削り盤、立削り盤、ブローチ盤、研削
盤、ラップ盤、ホーニング盤、歯切盤、マシニングセンターなどによる加工
がある。
1台の工作機械と機械の操作者がいれば横械加工業をはじめることが可能
である。重装備を前提とする鋳造、鍛造、表面処理などに対して新規参入が
比較的容易な加工技術分野である。
（1）もと村営企業の苦悩　～大連今冶金属機械有限公司
大連今治金属機械有限公司（以下、今治金属）は、管継手部品のフランジ
（nange、輪縁）の切削加工を主要事業としている。村営の郷鎮企業時代に日
本企業と合弁企業を設立し、現在は集体企業の民営化にて私営企業となって
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いる。
村営企業の創業、合弁、民営化の経過
合弁企業、今治金属の中国側出資者は、1986年に創業した瓦房店市瓦房村
が経営するフランジ加工工場（村営郷鎮企業）である。当時、瓦房店市内に
はいくつかのフランジ加工工場があり瓦房相も生産に参画しようとしたこと、
現在の共同経営者の戸氏が勤務する国有企業からの発注が期待できたことが
創業の契機である。村政府の初期投資は30万元、経営責任者は人民公社の生
産隊長から瓦房柑村長に転じた周氏、従業員は村民20、30名からのスタート
であった。五金輸出入公司（金属素材、製品を扱う国有商社部門）からの発
注を受けて米国、日本、東南アジア向けのフランジを生産し順調に成長して
いく。
村営企業の大きな転機となったのは、93年に愛媛県今治市の舶用機器メー
カー「晃産業」との合弁事業である。今治金属の資本金は誕万ドル、出資比
率は、中側は土地、建物等現物出資70％、日本側は現金30％、合弁期間は05
年までの12年間の事業とした。合弁事業のねらいは、日本側パートナーを通
じて三菱造船向けのフランジを生産、輸出しようというものであり、実際、
コンテナ1本を輸出した実績がある。
05年に合弁期間が終了したが、日本側からの連絡はなく中国側からも連絡
はしていない。萱草会はここ数年開催していない。中側としては合弁解消あ
るいは継続に関する手続きはわからず自然解消になっていくのかとの思いで
いる。12年間の合弁事業を振り返ってみると、当初は新工場を建設し、日本
側からの技術指導を入れながら輸出を増やしていく計画であったが、そうは
ならなかった。輸出型外資企業として、税制優遇を得たこと、輸出自主権を
得たことがメリットだったというのが中側の認織である。
日本側の合弁事業への期待は、船舶配管用フランジの日本向け輸出拠点を
確保することにあったとみられる。トライアル輸出をしたものの、バブル経
済崩壊後の景気低迷により日本国内でのフランジ受注がおもわしくなく、大
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連の生産拠点を充分に活用できず今日に至ったのではないかと推察される。
中側の説明によれば、現在、晃産業の子会社「長谷川貿易」からの発注を
受け止め日本向けフランジを生産している。安徽省の仕事の引き合いがある
が、具体的な取引の内容は当社には不明である。安徽省の仕事というのは、
01年に晃産業が安慶市に設立した独資企業「中国安慶長谷川製造有限公司」向
けの舶用機器部品加工であろう。
合弁パートナーの姿は消えてしまったが、現在も日本向け輸出は継続して
いる。長谷川貿易との取引のほか、中国商社の五金輸出入公司と通じて日本
の「岩谷」からの仕事を受注している。岩谷からは発注時の打ち合わせ、輸
出前の検収時に担当者が訪問している。
この間、中国側の郷鎮企業でも変化があった。97年に村営郷鎮企業を民営
化し、村長の同氏が董事長、取引先の五金輸出入公司の営業担当の戸氏が総
経理となり、2名が所有する私営企業に転換した。郷鎮企業設立時の投資績
30万元を2名が村に支払い私営企業になったとの説明である。簿価でみれば
初期投資額は30万元なのかもしれないが、20年近くの経営で追加投資がなさ
れ集体企業の資産は増加しているのではないか。また、現在“塩付け”に
なっている合弁企業の資産はどう評価したのか、など当社に限らず集体企業
の民営化さらには私営企業への転換過程について詳細を知ることは難しい。
フランジ加工・腋充の実態
前期のフランジ生産量は約3，000トンであった。受注は香港・マカオ向け
の政府調達項目の入札に応じるほか輸出向けが多い。商社経由と直接受注が
半々であり、近年、EU向けの舶用部品用フランジの受注が多い。鞍山鋼鉄、
首鋼、唐山鋼鉄より調達した鋼板からサイズに合わせてドーナツ状に溶断し、
切削、穴開け、洗浄、防錆処理を施し梱包して完成である。一部のフランジ
には付属品を溶接加工する場合もある。これまで手がけた最大の製品は、直
径2．8メートル、重量5トンのフランジである。
大連第二机床鹿、瓦房店第二机床廠の各種旋盤、藩陽第二机床廠のラジア
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ルポール盤を装備しているが、98年に大型旋盤を導入して以降、設備投資は
行っていない。また、鍛造設備もあるが仕事が無く、この数年止まっている。
創業当初は「使えればよい」という品質認識であったが失敗経験を重ね、
海外顧客の技術指導を得ながら各種規格を取得してきた。ISO9000ほか日本
の水道管向け規格、米国AWW、AXP、ドイツDAN、イギリスBSなどを
取得しているとする。製品の素性分析や強度試験は大連造船廠の分析室に依
頼し、分析・測定結果を添えて納品している。
直近の売上高は約2∝I万ドル、製造原価は原材料費が約80％、人件費7、
8％、設備の減価償却は終わっているようだ。従業員は瓦房村の村民65名で
あり、仕事が入った時に総出で飢時間操業を行う態勢である。人件費比率
8％で試算すれば、平均貸金は約20，000元／年ほどの水準となる。
今後の経営方針
日本企業との合弁企業を設立したものの、その後の事業展開は思わしくな
く、輸出自主権を使い海外顧客向けの仕事をつないできた。しかし、瓦房店
ペアリング産地内での企業間競争は激しく、成長軌道に乗る企業と衰退に向
かう企業の二極分化がすすみ、当社は後者に位・匿づきつつある。
工場の窓ガラスは破れ、作業現場は切り子が散乱したままで、仕掛品は土
間に積み重ねられており、生産管理は相当荒々しい。ISO9∞0を取得してい
る工場にはみえない。周稔経理は「フランジ加工は図面を支給され言われた
とおりに真面目にやればいい仕事だった」と振り返るように、フランジを巡
る産地内の兢争は勝負がみえているようである。
商社を通した受注は利益幅が小さく、日本はじめ海外顧客と直接取引を希
望している。特に日本企業の品質要求は高く、当社の技術水準を高めること
ができるため、再度、日本企業との合弁事業を期待している。合弁事業に
よって新規設備投資、技術指導を得て自動車部品、造船関連部品など付加価
値の高い切削加工を手がけ、衰退軌道から脱することが願いである
この点、当社が示す合弁事業の可能性は、第一に切削加工の他に、鍛造、
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鋳造の経験があることである。鍛造加工は現在、休止しているが鋳造加工に
ついては、周氏が総経理を務めるもと村営企業の鋳造管工場が稼働している。
ワンチャージ500キロのステンレス合金用電炉1基、5トンの鋳鉄用キュポ
ラ2基を保有し、藩陽市の商社を経由して米国、英国向けのエルボーなど接
続部品を生産している。生産能力は年産2，000トン、直径畑ミリから2メー
トル、長さ2メートルまでの鋳鉄管の製造実績があるとする。
第二に、機械部品設計が可能な人材がいることである。AUTTCADで鋳
造型の設計を行う大卒人材がいる。
フランジ加工工場と鋳造工場には170名近い瓦房村民が社員登録しており、
彼らの雇用を維持することが村長としての周氏の最大の願いであろう。しか
し、単純な量産加工を人手にまかせて消化する生産方式が行き詰まったこと
も理解している。当社が陥っている状況と同様に、多くの郷鎮企業が技術の
高度化、技能の蓄積に向けて努力し悶えている。そうした努力が企業の盛衰
をともないながら大連機械工業の基盤技術の底上げにつながっていくのであ
る。
写真5－1大連今治金属機械有限公司のフランジ切削加工
（2）特定製品量産型経営からの転換　～大連銀山金属制晶有限公司
瓦房店市は大型国有企業のベアリング工場が知られているほか、鋳鉄鋳物
産地およびフランジの産地でもある。フランジは山西省肝州市定嚢県に次い
で全国2位の生産量を誇る。大連銀山金属別品有限公司（以下、銀山金属）
は前述した今治金属の向かいに位置している。瓦房店産地においてフランジ
加工専業の有力な私営企業へと成長した。
銀山金属の成長過程
創業者の孫氏は1949年生まれ、文化大革命期には瓦房店の社隊企業の鋳造
職場で職工として働き、文革後、社隊企業が郷鎮企業に替わるなかで工業資
材調達を担当した。資材調達は外部の世界に触れる機会が多く、78年の改革
開放、糾年の沿海港湾都市の開放で大連市の重点開発都市への指定、大連経
済技術開発区の開発などの動向を知ることができた。
朗年の国務院通知において「旧「杜隊企業」、農民の共同出資企業＜合秋企
業＞、農民の「個人企業」＜個体戸＞誠は多種経営の重要な構成部分であり、
国家財政収入の重要な源泉でもある」とされるなかで、孫氏は87年に個人企
業を創業する。自己資金800元と親族、友人からの借入で10，000元を用意し、
農村の貸工場に中古旋盤1台を据えてフランジ加工を開始、90年に瓦房村村
長の同氏の薦めで現在地に移転した。
その後、順調に成長し登録資本金1，800万元、総資産2，000万元、工場敷地
15，∝敗が、工場建築面積7，000nf、従業員240名の有力企業となっている。さ
らに、現在地が手狭になったことから、瓦房店工業園区に「新城金属制品有
限公司（以下、新城金属）」を設立、05年から操業をはじめている。瓦房店
市の工場誘致条例では、工業園区に進出する企業の投資額が2，000万元以上
の場合、土地使用権は50年間無償とする優遇措置を講じており、当社は敷地
面積88，のOIがの土地使用権を得て、3，000万元を投資し新工場を建設した。
今後、銀山金属の工場周辺の市街化が進んでいることから、瓦房店工業国
区に工場を集約し2社を合併して「大連銀山穐械有限公司」に改組する予定
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である。新会社の総資産6，000万元、従業員500名、売上高6，0碑、8，000万元
を想定している
企業軽骨の実態
創業当時の仕事は遼寧省五金砿山輸出入公司から受注したフランジ加工で
あった。当社のQCD（品質、価格、納期）が評価され、顧客との直接取引、
さらに02年から直接輸出に展開していく。6，0Ⅸ～8，0（氾トンのフランジ製品
を産出し、全ての製品は輸出向けである。売上高の60～70％が川崎造船、今
治造船、明和産業、ATMなどの舶用部品、圧力容器部品、残りがオースト
ラリア、英国向けである。
原材料は全て国内調達している。鉄鋼板は鞍山市、本渓市の鉄鋼メーカー、
ステンレス鋼板は温州市のメーカーの製品を使う。銅材価格が値上がりして
いること、長方形の鋼板からドーナツ形のフランジ材を切り出すため端材の
在庫が増えてしまうことから、製造原価に占める原材料費は70％以上である。
人件費比率は約10％、純利益率は4、5％である。
これまで最大直径1，600ミリ、厚さ150ミリまでのフランジ加工が可能で
あったが、新城金属の新工場にはテーブル直径4メートルの大型縦旋盤を導
入したことからさらに大きな製品の加工を可能にしている。
銀山金属の従業員240名のうち40～50名は内蒙古自治区、黒龍江省など内
陸地域出身である。会社の寮に入りまじめによく働いている。知人の紹介に
より1名採用した後、その社員の親族、友人の応募が続き、現在の従業貞構
成となった。給与を遅配無く支払い、旧正月には米、魚などを配給するなど
して従業員の定着を図っている。
孫氏家族が経営責任者となるファミリー企業である。孫氏は新城金属の董
事長兼総経理、孫氏の妻は銀山金属の蓋事長兼総経理、長男が資材担当副総
擬理、長女の孫美郷氏は営業担当副総経理を務めている。長女は98年に財経
学院を卒業後入社し営業を担当している。顧客は日本企業が多いことから、
日本語の習得と顧客開拓のため日本留学を検討している。
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今後の経営方針と課題
これまで黒字経営を続けているが、新工場建設と新規設備投資を行ったこ
とから、次期決算は赤字計上となる見込みだ。新工場を建設し企業統合に向
かうなかで、次のような経営方針を示している。第一に、フランジ加工専業
から工業部品の金属切削加工一般への展開である。フランジ加工では瓦房店
産地において有力企業の位置を確保し掴年には「瓦房店市十大優秀私営企業」
の顕彰を受けた。今後、付加価値の高い金属部品の切削加工一般に展開しよ
うとしている。まず、新工場において仕事の引き合いのあるステンレスフラ
ンジ加工を手がける。さらに、金属部品加工の営業を掛化し多様な金属素材
の切削加工の経験を蓄積する構えである。
第二に、工作機械への設備投資である。総合切削加工業として成長するに
は、工作機械のバランスのとれた編成が必要である。現在の工作機械の編成
はフランジ加工に特化しているため、旋盤系、ポール盤系、溶接系に偏って
いる。金属切削加工を広く受注するために、さらにフライス盤、中ぐり盤、
乎削り盤、研削盤などによる加工機能の多様化、それらの数値制御化（NC
写真5－2　大連銀山金属制品有限公司のフランジ加工職場
化、MC化）を追求することになろう。
第三に、機械加工技術・技能人材の養成である。工作機械の編成を整える
とともに、それを使いこなす技術・技能人材の養成が不可欠だ。この点、退
職した日本人の技術・技能人材の指導を期待している。技術・技能指導者の
採用とともに、社員が一定の年月を必要とする技術・技能の蓄積を図り、当
社で活躍し処遇される雇用のしくみを構築しなければならないだろう。
当社のフランジ生産に特化し輸出に依存している経営は、原材料価格の上
昇と人民元高の流れのなかで企業成長は抑制されることになろう。そこで、
特定の製品に集中し量と低価格の優位性を発揮する経営から、加工技術・技
能の高度化を図り質と付加価値を求める経営に向かおうとしているのである。
（3）商業資本の加工業への参入　～大連宮川精密数控有限公司
大連富川精密数控有限公司（以下、富川精密）は、大連市金州区に立地す
る私営企業である。NC旋盤加工を基軸として日本企業向けの輸出を中心と
する委託加工を受けとめている。
創業、成長の経緯
富川精密の董事長・稔経理の李淑珍女史は丹東市の出身。丹東市の国有通
信機器メーカーに勤務し、その後、大連市に出てガソリンスタンドでのアル
バイトを行う。ガソリン販売の国家規制が横和される時期にあったことから、
自らガソリンスタンド経営に参入した。
01年に競争が激しくなったガソリンスタンドの経営権を売却し、その資金
をもとにして切削加工業を創業する。出資者は李女史ほか6名が50万元ずつ
出資し、大連経済技術開発区の発展大足の地下室2（犯がの貸工場からのス
タートであった。
開発区の日系企業に営業し、最初の仕事は「山口制作（大連）有限公司」
から受注した200元のフライス加工、研磨加工であった。山口制作（大連）
有限公司は、静岡県沼津市の㈱山口製作所が89年に設立した独資企業である。
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自動車用ドアロック部品、温度センサー部品、ボルト、ナット、金属プレス
部品の生産を行っている。現在も富川精密の主要顧客である。
その後、北村パルプなど大連日系メーカー向けの機械加工および中国商社
経由で日産工機（自動車エンジン部品）、三尾シリンダー（船舶、自動車エ
ンジンシリンダー部品）、エアコンコンプレッサー部品など日本企業10数社
向けおよびEU企業2社向けに切削部品加工を行っている。
加工生産態勢
従業員90名のうちNC旋盤のオペレーター14名を擁している。NC加工は
3交替飢時間操業を行っている。加工現場の技術・技能を担っているのは、
倒産、リストラクチャリングを被った国有企業社員や定年退職者である。機
械設計人材はいない。商社を通じて部品図面を供給され、賃加工を行う段階
にある。
工作機械の編成は、NC旋盤9台（大連能達精機製5台、大連機床集団製
4台）、汎用旋盤3台、汎用フライス盤3台、放電加工機1台、ワイヤーカッ
ト放電加工機2台、平面研削盤1台、円筒研磨機1台などである。こうした
設備導入には銀行融資を使っている。
大連特殊鋼集団などから鋳鉄、ステンレス、鋼、アルミニューム素材を調
達し、軸類、皿類、内外円筒研削、ネジ切削、中ぐり加工を得意としている。
一部、大連市内の中国企業向けのロストワックス型の製作も行う。加工精度
は±0．01ミリが可能としており、各種測定器は社内に装備している。現在、
ISO9000認証を取得するため準備中である。
今後の展開
売上高は順調に伸びているものの、商社経由の部品加工は利益率が低く忙
しいわりには利益が伸び悩んでいる。顧客からの直接受注を増やしたいとし、
そのために、日本やEUの機械部品展示会へ各種バー材のNC旋盤加工部品
の出展を検討している。
その際、課題となっているのは、国際認証の取得、機械部品に関する専門
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展示会情報の入手、外国語人材の確保である。課題に対応するために、03年
に設立した夫が経営する機械加工企業と当社を合併し、経営規模の拡大、加
工機能編成の充実を図るとしている。
従来、中国の機械工業は最終製品別に国有企業が存立し、規格品のボルト、
ナット、ベアリング、歯車などの機械要素部品は専門メーカーが産出したが、
それぞれの製品が必要とする個別仕様の部品は社内の機械加工職場で内製す
るものであった。規格部品や社内では加工できない特殊部品は「購買部品」
として調達したが、1枚1枚の図面によって多様な金属部品を「外注部品」
として金属部品を専門に加工する「切削加工業」から調達する分業態勢は発
達しなかった。外注による部品加工需要が発生しないところに、基盤技術に
よる専門加工業は成立しえない。
しかし、アツセンプリーを中心とする外資メーカーが進出し、部品を輸入
する段階から現地調達を求める段階に進み、外注による部品加工需要が発生
しはじめる。当初は外資加工業が進出し外資メーカーの部品需要を吸収した
が、中国資本が加工業に参入し専門加工業が登場している。
写真5－3　大連富川精密数控有限公司総経理　李淑珍氏
中国資本の専門加工業の創業パターンはさまざまあり、当社の場合、国有
企業内部に抱え込まれていた技術・技能人材と商業資本が結びついて専門加
工業が創成したものである。当社は一定精度の金属部品加工の量産に力を発
揮する可能性がある。中国国内メーカーにとって重宝する存在であろう。
（4）商業資本の事業多角化の背景　～大連瑞皇精密部件有限公司
「光伸産業部品センター（光伸企業集団配套企業発展園）」の貸工場に入
居する大連瑞豊精密部件有限公司（以下、瑞豊精密）は、04年創業の日中合
弁企業である。日系メーカー向けプリンター用シャフト、ローラーを専門に
加工している。
日中合弁企業の設立
瑞豊精密は資本金72万元の日中合弁企業である。中国側出資比率は50％、
董事長の李艶姉女史の経営するダンボールと梱包材料の卸売業が出資してい
る。日本側出資比率は50％、李女史の夫氏の撥営するフローリングの施工会
社が出資している。企業登録上、日本と中国の企業が出資し中国で設立した
日中企業であるが、実質的には日本人と中国人の夫婦が共同経営する企業で
ある。
夫が中国人の嚢に資金協力し内資企業を設立するより、それぞれの所有す
る法人が出資し日中合弁企業を設立するほうが、大連経済技術開発区の提供
している「ワンストップ・サービス」391を活用することによって企業設立の
手続きは容易であり、外資加工業誘致向けの貸工場に入居できる。そして、
何よりも企業所得税の「二免三半減」40I、再投資にかかる税の還付、輸入設備
関税の免除、輸出増値税の免除などの外資企業への一連の優遇措置を受けら
れるメリットは大きい。
大連経済技術開発区の「佳能大連弁公設備有限公司」「斯大精密大連有限
公司」川では各種プリンターの給排紙ユニットに用シャフト、ゴムローラー
の切削、研磨加工を求めており、当社はそれに応じ企業設立を図った。その
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契機は、李董事長の会社が佳能大連に梱包材を納入しており、資材担当窓口
でシャフト加工を外注するという情報を得たことにある。
経営陣の2名ともシャフト加工については経験がないため、切削技術の専
門家を募集し、国有企業の生産技術を担当しシャフト加工の経験のある紀氏
を工場長として採用し、現在、従業員は10名となっている。
創業の場所は、開発区内の中小企業向け標準工場団地「光伸産業部品セン
ター（光伸企業集団配套企業発展園）」の貸工場である。「光伸産業部品セン
ター」は開発区管理委員会と民間ディベロッパーの光伸企業集団が開発した
標準工場団地である。延べ床面積約78，∞Orがの貸工場を用意し、外資部品加
工業を誘致するため整備したことから、外資企業もしくは外資企業との取引
のある中小加工業であることが入居要件となっている。
当社は日系部品加工業として2階建て貸工場ユニットを2コマ（330nf）、
賃料0．6元／ポ／目を借りることができた。同部品センターの貸工場は05年
時点で満杯となっている。
受注生産の状況
プリンター用のシャフトは1台に4、6本が使われる。中国国内のプリン
ター生産台数は約6，500万台といわれ、毎年、20～25％成長している。シャフ
ト加工の市場は大きく需要の拡大が見込まれる。
現在、当社の顧客はキヤノン大連とスター精密（大連）の2社である。創
業時の1年間は試作品や小ロット加工の受注にとどまり、赤字経営であった。
発注側も当社の技術力、品質管理力などを確認する段階であったのであろう。
1年間かけて受発注側双方の信頼関係を形成し、量産加工を受注するように
なっている。年間30万本の水準であるが、今後100万本まで対応できるよう
設備投資を進めていく構えである。
両社から受注しているシャフト加工は、指定された樺鋼材、ゴムロールを
日本より輸入し、社内で切断、切削、研磨、ゴムロール組立を行う。測定器
は日本製を導入している。切削と研磨加工設備が生産能力を決める。創業時
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に台湾製の中古機を入れたが、次の設備導入では、日本製の新品と中古機を
入れる予定である。
当社の切削加工業創業のパターンは、商業資本の事業多角化の動きといえ
る。梱包資材販売業とフローリング施工業の金属切削加工業との基盤技術的
な関連はない。日系メーカーの部品の現地調達動向をキャッチし、新たなビ
ジネスチャンスとして反応し金属部品加工業に投資参入したケースである。
大連および中国の産業地城には、こうした新規事業機会が旺盛に発生して
いるのであろう。ただし機械工業においては新規の外注加工需要の発生に対
して中国の産業地域がすべて同じように切削加工業を創業できるわけではな
い。機械工業の基盤技術を培った技術・技能人材が地域内に存在し、それを
活かす産業基盤や工業振興制度が備わっていることが重要である。
いかにも軽々と切削加工業を創業したようにみえる当社の背景には、大連
機械工業が擁している紀工場長のような技術・技能人材、大連経済技術開発
区の部品工業団地の貸工場、部品加工業を育成し振興しようとする地域産業
政策があることに注目しなければならない。
写真5－4　大連瑞豊精密部件有限公司董事長　李艶析氏（右）と紀工場長
（5）商社から加工業グループの形成へ　～永和工貿（大連）有限公司
大連の日系メーカー向け部品の輸入商社からスタートした永和工貿（大連）
有限公司（以下、永和工貿）は、メーカーが部品の現地調達を進めることに
対応して社内に金属部品加工部門を配置、永和工貿の入居する貸工場に2社
の加工業が加わり加工業グループを形成している。こうした大連の若い起業
家たちの取り組みに共感し、大連日系メーカーの経営管理者OBが事業に参
画している。
商社から加工業へ
永和工貿総経理の孫氏は73年旛陽市に生まれ、大学で経営学を学び卒業後
の98年に妻と2人で貿易会社を設立した。孫氏の妻は大連外国語学院日本語
学科を卒業し、日系企業への営業を担当した。当社の創業当時は、日系メー
カーは日本から保税扱いで輸入する部品、工具、装置類も多く、購買部門で
全てを調達することは困難であった。そこで当社が中国側の輸入商社として、
日本の部品・工具・装置メーカーやそれらの輸出商社との取引を行うととも
に上海、無錫、蘇州、寧波、温州に営業所を配置し中国国内販売を展開して
いく。
商社として信用を蓄積していくなかで「韓囲円山（大字）工程機械」の製
品販売額1位となったことで同社の東北地域販売総代理店となる。また、
「斯大精密（大連）有限公司」421のCNC自動旋盤の販売代理権を得ている。
大連の日系メーカーとの取引を通じて部品の現地調達ニーズが強いこと、
日本の部品・工具・装置メーカーが中国の日系メーカーへの営業を強め、当
社のような中国輸入商社を通さず直接輸出あるいは、さらに踏み込み中国販
売子会社や自社工場に直接投資しはじめたことを知る。
そこで、現地のローカル加工業に部品の加工を外注しメーカーに納めるビ
ジネスでは品質管理にコストがかかること、日系メーカーの部品の現地調達
ニーズのなかでも金型修理と修理にともなう金塑部品の需要が強いことから、
社内に金型製作・修理と金型部品の加工部門を配置することとした。
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金型関連の受注は日系企業を中心とし、ケイマック（大連）向け建築金物
の板金プレス金型、九借の精密鋳造金型の新規金型、キヤノン大連のプリン
ター部品用金型、親和測定（大連）、大連ジデコの金型修理がある。また、
米国、ドイツ、オーストリアの企業との自動車部品用金型の合弁事業を探っ
ている。
加工業グループの形成
永和工貿は商社事業に加え加工業に展開し、大連開発区金港企業配套園の
貸工場で金型製作・修理、金型部品の加工をはじめた。貸工場は1，800mで、
年間賃借料は28万元である。04年に2社の金属加工業が創業し当社工場内で
操業している。3杜の総擬理は友人関係にあり、孫稔経理がそれぞれ日系
メーカーに勤務していた2名の独立創業の意向を支援したというかたちであ
る。これにより一つの工場内に3杜が保有する機械設備や測定器を装備し共
同利用する加工業グループが形成された。
永和工貿は従業員23名、商社機能を活かした営業、資材調達、金型製作・
修理および金型部品加工を行う。ヂ‘永園製造部長は日本語専門学校卒業後、
アイリスオーヤマの金型職場に勤務し当社に移った。
「大鵬有限公司」は従業員30名、金型製作、機械加工一般を行う。総経理
の張氏は大連模具廠からアイリスオーヤマに移り金型製作を担当していた。
その当時、永和工貿の芦氏の上司であった。
「博森精密有限公司」は従業員20数名、金型部品加工、機械加工一般を行
う。稔経理は大連パンチ工業の営業次長を勤め独立創業した。
永和工賓は当社の工場内に加工業グループを形成しているとともに「大連
永山機械有限公司」「大連保税琶倍渾閲際貿易有限公司」「大連大和浄化工程
有限公司」とも企業ネットワークを構築している。
経営管理者OBの参加
日本人の経営管理者OBが永和工貿の事業に参加している。勝木隆雄氏は
大学卒業後、スター精密に入社、35年間勤務し04年に58歳で早期退職を選択
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した。この間、89年のスター精密（大連）の工場立ち上げを行い、その後、
大連駐在を経験している。退職後、孫総経理の依頼に応じて工場長を引き受
けた。
勝木工場長の役割は、事業の最前線で活躍し仕事を受注する孫紀経理の後
方をまとめることにある。すなわち、受注した仕事の生産管理を行うこと、
現場の社員に日本企業との取引や対応のスタイルを伝えること、スター精密
の成長プロセスと孫総経理の「夢」を社員に見えるように伝え、インセンティ
ブを共有し組織内の信頼関係を形成することである。
工場長を務める際の社会保障は大連市の医療保険、傷害保険に加入し、日
本の国民健康保険、国民年金にも引き続き加入している。給与は人民元で支
払われる。
勝木氏は中国の若い起業家のモノづくりの「夢」に共感し、大連に単身で
滞在しながら自身の経験を活かして共に「夢」を追求する喜びを語る一方に
「日本には自分の経験を活かす場所がない」という状況がある。
写真5－5　永和工貿（大連）有限公司　勝木隆雄工場長（右）とヂ永囲製
造部長
定年退職を間近にした、あるいは定年退職した経験豊かな日本人材の中に
は、穏やかな引退生活を送ることより、体力、気力の充実している間はキャ
リアを活かせる場で役に立ちたいと願う者は少なくない。定年までの間、大
いに努力し大いに活躍した人材ほど、そうした願いを強く持つようにみえる。
大連のモノづくりの場には、彼らのキャリアを必要とし、彼らが活躍する
機会がある。ミクロ視点でみれば、日本で休眠、死蔵してしまう能力、価値
が大連の企業で活かされ活性化することは喜ばしいことであろう。
（6）「エ貿一体」経営の展開　～大連値立工業有限公司
大連恒立工業有限公司（以下、恒立工業）は、地方国有商社に所属しトッ
プセールスを達成していたオ鋭氏が創業した私営加工業である。日本向けの
鋳鉄、鋳鋼、非鉄鋳物、合金鋳物の部品加工を得意とする。あわせて、大連
恒立国際貿易有限公司（以下、恒立国際）を経営し、加工貿易態勢を構築し
ている。
国有商社から独立
恒立工業の董事長・総経理のオ鋭氏は、1965年山東省爛台市の県級市龍口
市生まれ、旧大連工学院（現大連理工大学）造船科を卒業後、大学院に進み
流体力学を修める。89年に地方国有商社の大連機械設備進口公司に所属し、
日本向け鋳物部品の輸出を担当しトップの売上高を達成、課長に昇進した。
貿易業務に加え社内に機械加工能力を持つ必要性を提案したが、当時の経営
陣には受入れられなかった。これを機にオ氏は独立創業に向かうことになる。
1（氾名の従業員を抱えていた大連機械設備進口公司は、7，000万元の負債を抱
え中小国有企業改革の過程で02年に破産した伯。
弓氏は、鋳物機械部晶の輸出には仕上げの機械加工を行う専門加工業が必
要になると確信し、99年に10年勤務した国有商社を退職、切肖軋研削、溶接
加工を行う恒立工業を創業した。創業時の資本金300万元は現在、450万元と
なっている。
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国有商社勤務時代に取引のあった日本企業との取引ルートを活かし輸出を
伸ばすために、輸出入自主権に関する規制級和のなかで03年に商社機能を分
離し資本金100万元で恒立国際を創業している。
恒立工業は06年の従業員50名。マシニングセンター1台、NC旋盤8台、
NC縦旋盤2台、普通旋盤9台、ラジアルボール盤5台、直立ポール盤1台、
卓上ボール盤5台、NCフライス盤2台、放電加工機3台、ワイヤーカット放
電加工機4台、平面研削盤および精密研削盤1台、型削盤1台、スロツター
など一連の切削系工作機械を装備し、NC溶断機、肉盛溶接機、油圧プレス、
ショットブラスト、熱処理炉、バルブ、ポンプの圧力試験機、超音波洗浄機
などを備えている。06年期の売上高は約1億2，の0万円であった。
恒立国際は従業員12名。鋳遺業を中心に約30社の加工業等への発注ネット
ワークを編成しており、各種鋳鉄、青銅、黄銅、アルミニューム合金鋳物と
その加工品、ロストワックス鋳造品、溶接製缶品、バルブ、ポンプ等の部品、
モーター、減速機、エンジン、建機等の部品を扱っている。荏原製作所、富
士電機を主要顧客とし、日本の輸入商社を経由した中小企業向け輸出および
中国進出日系企業向け販売である。恍年期の売上高は約3億8，∞0万円で
あった。
受注、加工、輸出の流れ
日本の顧客から直接あるいは商社を通じて部品図面を受け取る。鋳物部品
であれば縮小率など計算し設計会社に錬造型図面を外注し、図面を鋳造業に
支給し鋳造加工を外注する。ロストワックス鋳造の場合は金型メーカーに金
型を発注し、鋳造業に発注する。機械加工部晶は、社内の設計部門が治工具
の設計、NC加工プログラミングデータを作成し機械加工部門で製作する。
鋳造業から納品された鋳物部品の租加工は外注し、社内で仕上げ加工、全
教品質検査を行い、材料データを添えて納品する。顧客に対して、当社が外
注企業のQCDを代行し品質保証することになるので、恒立工業には自社が
加工する製品のほか外注企業の生産管理、在庫管理、品質検査を行うスタッ
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710名がいる。
受注、加工、輸出、入金、支払いの資金繰りが重要である。市中銀行融資
の貸出金利は高く、審査手続き、付き合い等が面倒なのだが、契約時の信用
状を担保にして受注契約金額の80％まで短期借入れができるので、つなぎ資
金に充てている。
今後の事業展開方針
第一に、工場規模の拡大である。現在の恒立工業の工場は建設業の倉庫を
買い取り改装したものである。工場敷地3，500汀fは拡張余地がなく、これ以
上の事業規模拡大が難しい。近い将来、旅順口区の「三潤墜工業科技園区」
内の配置される「中小企業園」‘“）に10，0∝）が規模の工業用地を確保し新工場
の建設を予定している。新工場建設の投資資金として長期低利の制度融資を
求めているのだが、制度融資活用の申請手続きは複雑で融資認定要件は厳し
いので二の足を踏んでいる。
第二に、新工場建設にともない機械加工能力を多様化、高度化し総合的な
金属切削加工業を展望している。NCフライス盤とマシニングセンターを増
強することにより、鋳造金型および治工具を内製化したいとする。加工能力
を多様化、高度化することによって、自動車、エアコン、複写機、医療機器
などメカニクス要素を多く含む製品の部品加工に参入しようとしている。
第三に、メカニクス分野の高精度加工の世界に入るために、日本の中小専
門加工業との直接取引を希望している。大手メーカーの対中国購買担当の中
国人は技術的な知識、経験が乏しい場合が多く、余分な経費、エネルギーを
使わなくてはならないことがある。そうしたところとつきあうより、技術・
技能を高めることで競争力を保持している中小加工業とのつきあいを望んで
いる。できれば、そうした中小加工業の生産技術、品質管理専門家OBを招
碑したいとしている。
オ氏は国有企業時代に日本への輸出業務を担当する過程で日本企業の生産
管理、品質管理、商習慣を理解している。また、商社機能を発揮することで
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大連市の中小加工業および国有機械メーカーの状況を理解している。そうし
たビジネス情報を得ながら、オ氏自身は機械加工業としての成長発展を目標
としている。ビジネス情報を左右に繋ぐことで利益を確保しようとするので
はなく、機械工業という実体経済に自社の存在基盤を構築しようとしている。
国有企業改革の過程で、モノづくりに対して上記のような経営姿勢を持つ
企業家が登場しているのである。日本の中堅・中小機械工業が深く付き合う
べき一つの経営者像であろう。
写真5－6　大連恒立工業有限公司董事長・総経理　オ鋭氏
（7）加工機能の多様化と課題　～大連長大機器制造有限公司
大連長大機器削造有限公司（以下、長大機器）は、総経理の呂崇学氏の所
有する私営企業である。小物金属部品の切削加工、金型・治工具製作、冷間
鍛造、ワイヤー部品加工、ニッケルメッキを手がける艦合的な金属加工業で
ある。キヤノン大連の生産管理指導が入りキヤノン協力企業の位置を確保し
ている。中国国内の日系メーカーとの取引を拡大しており、量産型部品加工
業の有力企業の一つに数えられる。
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国有企業から独立創業
総経理の呂氏は、地方国有企業の「大連柴油机廠（ディーゼルエンジン工場）」
傘下のノズルポンプ専門工場の工場長＜車間長＞を務めていた技術者である。
中小国有企業改革が進められるなかで、同社の副総経理の宋氏（長大接辞の
総工程師）ともう1名の3名で中古の工作接根を購入し、92年に大連市内で
機械加工業を独立創業した。
94～95年にかけてキヤノン大連への営業活動を行い受注につなげるなど順
調に業容を拡大し、02年に大連保税区の現在地に工場用地7，000nfを確保し、
延床面積6，800nfの工場を建設した。
大連のローカル加工業のあいだでは、コスト、品質、納期の管理が厳しい
日系メーカーと加工外注の取引口座を開くことは、自社の技術水準や管理水
準の高さを示すものとして認識されるため、日系メーカーへの営業活動を積
極的に展開している。特に、外注管理が厳しいとされるキヤノン大連と取引
実額があることは、一種のステータスとなっている。
長大機器の場合、大連での「逆展示会」45－で佳能大連の外注部品情報を得
て営業し受注につなげている。現在、佳能大連ほか香港、フランスのキヤノ
ン事業所向けの複写機、トナーカートリッジ、各種OA機器の多様な金属部
晶の加工を受け止めている。一点数十万個から100万個程度の比較的ロット
の大きな部品加工を得意としている。
キヤノングループを主要顧客とし、富士電機と大連氷山集団との合弁企業
の富士氷山有限公司の自動販売機部品やコマツ建機の日本輪出向け部品など
顧客のほとんどは中国の日系企業であり、国内販売が約90％、輸出が約10％
の割合である。
多様な加工椀能の編成
大連保税区に槻械加工を中心とする工場および、大連開発区の金州区との
隣接地にニッケルメッキ専用工場の2カ所がある。ニッケルメッキ工場は開
発区内でのメッキ加工の特別認可を得て工場敷地4，800r庁を確保、延べ床面
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積5，∝氾ポの工場を新設したものである。約100万元を投資し、自動メッキ1
ライン、半自動メッキ1ラインを備えている。主に、キヤノン向け部品の
メッキ処理を行っている。
部品の発注側にとって、受注側が金属部品の最終加工に位置するメッキ処
理まで担当できる態勢にあれば、外注加工の発注、納品、支払いの手続きや
部品管理が減ることとなる。機械加工、メッキ処理まで行うことのできる長
大機器は“便利な外注企業’’にみえるであろう。
保税区工場では、精密小物金属部晶、金属ワイヤー加工品を級っており、
加工機能は旋盤、フライス盤など切削加工、研磨加工、打ち抜きおよび曲げ
プレス加工、冷間鍛造加工、線材の直線・曲げ加工などである。原材料は指
定材を日本から輸入するほか、大連特殊鋼などの国産材を用いている。三次
元測定器（米国製）、投影器（台湾製）を備え、測定データを添えて納品する。
放電加工機（北京）2台、ジグポーラ（雲南）1台、フライス盤などでプレ
ス金型、冷間鍛造型を内梨し、一部を金型メーカーに外注している。大連の
日系金型メーカーは製品の品質はよいが価格も高いので、社内で対応しきれ
ない難しい金型は華南地域や華東地域の香港系あるいは台湾系の金型メー
カーに依頼している。
こうした多様な加工機能を約300名の社員が担っている。加工現場には鍛
造加工約10名、旋盤切削加工約100名、研磨加工約40名、ワイヤー加工約60名
の200数十名、設計部門10数名、管理および技術部門30、40名の編成である。
加工職場は作業員一人が1台の工作機械を担当している。設備の自動化や省
力化で量産加工を吸収するというよりも、汎用設備の大量投入と労働集約的
工程により量産加工を達成する生産態勢となっている。
今後の経営方針と課題
今後の経営方針はワイヤー加工の拡大と切削加工精度の向上である。切削
加工精度については、安定的に±100分の2以下の精度を維持できる生産態
勢の構築をめざしている。そのために、高精度工作機械の導入、精密加工法
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の習得、金型精度の向上が必要であるとし、日本の中小加工業との提携を求
めている。
この点、長大機器が日本企業側に提供できるメリットとして、工場スペー
スの貸与、キヤノンの生産管理を身に付け比較的人件費コストの安い作業者
による量産加工能力であり、日本企業側に期待するのは、高精度工作機械と
加工法の導入である。発注者との図面情報の管理契約上、他社（人）に図面
を開示できないので技術者派遣による技術指導方式は難しいとする。
当社の量産加工能力を活用して委託加工を受託するので、その対価として
工作機械とその操作ノウハウを提供して欲しいという一種の補償貿易を望ん
でいる様子である。しかし、日本の加工業としては、低コストでそこそこの
加工精度の量産部品を調達したい場合、委託加工し輸入すればよく、自ら長
大機器の工場を賃借して進出する、あるいは高精度工作機械を投入するイン
センティブは働かないであろう。
むしろ、当社の技術導入希望は、さらに加工精度水準の高い量産部品を求
めるメーカーに期待するものであろう。ただし、そうした部品加工を外注し
写真5－7　大連長大機器制造有限公司の機械加工工場
たいメーカーは、汎用設備の大量投入と労働集約的工程による量産加工方式
よりも生産性を向上させる能力に注目するであろう。汎用設備集約型プラス
労働集約型の横根加工は、いずれ人件費の上昇を迎え、従業貞一人当たりあ
るいは設備1台当たりの生産性が問われることになるからである。
「大量生産のほうがやりやすく管理しやすいので、多品種小ロットの部品
加工はやらない」とする当社の方針は、工業生産経営において一面では合理
的な判断であるが、今後、修正を迫られることになろう。一方、多品種小
ロットの部品加工で日系加工業が優位性を発揮できる可能性がある。
（8）人手のかかる基盤技術　～宏達研磨電子有限公司
安達研磨電子有限公司（以下、宏達研磨）は羽布研磨加工およびワイヤー
ハーネス組立も行う私営企業である。大連経済技術開発区の日系メーカーと
加工業との取引を中心としている。部品を供給され仕上げ研磨加工や組立を
施し、加工賃を得る。遼寧省内の農相地域より未熟練工を採用し、自社でで
きる労働集約的工程は「何でも」受注する請えを示している。
研磨仕上げ加工を受注
宏達研磨は95年、金州区の農村で創業した個人企業が前身である。その後、
従業員の増加にともない法人格のある私営企業に転換した。董事長・絵経理
の苑恵新氏は71年生まれ、国有企業にて研磨工として働いていた。恵新氏の
兄は大連経済技術開発区の「大連北村間門有限公司」46Iに勤務しており、同社
が研磨加工の外注先を探している情報を得て弟の恵新氏が独立創業した。
創業当初は外資企業の求めるQCDに対応することに苦労したが、まじめ
にコツコツとやることによって信用を築いてきた。「東陶机器（大連）有限
公司」471の水栓金具の研磨仕上げ加工を安定して受注している。研磨仕上げ
加工は全体の売上高の約3分の2を占め、束陶机器を主要顧客とし、その他
に「開展」「林精密鋳造」などから受注している。
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ワイヤーハーネス組立に展開
97年から自動車用アンテナを製造する「大連原田工業有限公司」よりワイ
ヤーハーネスの組立を受注している。原田工業はアンテナに組み込むワイ
ヤーハーネスの組立を社内で行っていたのだが、生産量の拡大にともない外
注企業を求めていた。宏達研磨では、ワイヤーハーネス用の組立工場を用意
し従業員を増員することにより、組立外注を受注することに成功した。その
後、安定した仕事になっている。
発注者の日系企業の紹介などで、仕上げ研磨加工とワイヤーハーネス組立
の受注を得て売上高は着実に拡大した。95年には金州区内に20，00伽fの工業
用地を確保し、延べ床面積10，000Tがの新工場を建設した。この投資を促した
のは、保税区に立地する松下電器産業の事業所が生産する固定電話機部品の
組立を受注しようと考えたからである。外注に出される組立部品は年間約
400万個、不良率0を求められるとされる。
花恵新総経理の分析によれば、開発区や保税区の日系メーカーは、ある機
種を生産する初期段階は部品加工や組立は社内で行うが、生産を拡大するに
したがい一部の部品加工や組立の外注企業を求めるようになる。全ての加工、
組立を内製化することはメーカーにとって合理的な方法ではないから、当社
はメーカーの求める外注ニーズを何でも受け止める構えで経営を行うとして
いる。宏達研磨の経営方針は「日系メーカーへの部品供給」であり、徹底し
て賃加工・組立に集中している。
労働集約的基盤技術の今後
メーカーが外注企業に求めることは、1）社内の加工機能では技術的に対
応が難しく、新規設備投資をしても採算に乗りにくい特殊な部品の加工、2）
量産技術が確立し安定して加工、組立ができるようになった部品の加工であ
る。後者は生産量の増加にともない従業員の採用、労務管理や生産管理の業
務増加といった経費拡大を避けるための外注である。
安達研磨は、メーカーの求める後者の外注ニーズに応えているのであり、
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その中でも労働集約的な工程を担っている。羽布研磨による仕上げ加工やワ
イヤーハーネスの組立は、部品形状が多様で機械設備による自動化が難しく、
人手に頼らざるを得ない工程である。
宏達研磨の従業員は、現在、約200名、うち女性が約120名である。大連市
では労働集約的工程に応募する人材は少なく人手不足がはじまっている。当
社は募集の範囲を遼寧省全域に拡げ、いまのところ必要な人数を採用できて
いる。各地の技術専門学校に募集案内を出し定期的に応募者の面接を行って
いる。技術専門学校の生徒はモノづくりの基礎知識を学んでいるので優先し
て採用している。
また、各地域の労働局をつうじて農相出身者を募集している。例えば、朝
陽市労働局に申込み10、20名の農村労働力を募集し採用している。最初の段
階では農相出身社員は大連市金州区の「暫住戸結」48、を得て、当社の社員寮
に住み就労する。社内の技術・技能研修で工場生産能力を身に付けるなかで、
企業側が長期雇用を期待する社員は開発区の社会保障制度へ加入し「開発区
戸籍」の取得手続きを行うとしている。
羽布研磨のような労働集約的な基盤技術は、よい製品を作り上げるために
不可欠な技術・技能を含んでいる。日本ではこの分野を担う人材は高齢化が
進み、後に続く若年層は薄い。日本国内で羽布研磨に対する技術・技能の賃
金水準が上昇し、従事者を確保していくことができるのか、研磨技術・技能
の自動化が進むのか、あるいは中国はじめ他国に研磨技術・技能を依存する
ことになるのか、その動向をしっかりみつめていく必要がある。
もし、中国に研磨技術・技能を依存する方向に向かう場合、宏連研磨の存
在感は高まるであろう。しかし、長期的には宏達研磨や大連市においても農
相労働力を吸収するしくみだけでは、研磨技術・技能を維持し続けることに
は限界があろう。日本が基盤技術を維持するための課題に対応しなければな
らないと同様に大連市そして中国も、さらによいモノづくりを支える基盤技
術をいかに維持し高めていくかについて正面から取り組むことが重要である。
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第6章　基盤技術集積の発展に向けて
第6章では、対外開放以後の大連市の地域産業政策を振り返り、大連の機
械工業発展に向けて新たな政策思考が必要となっていることを述べる。続い
て、4つの中小企業政策について提案する。最後に、大連機械工業集積が高
度化に向かう過程での日本企業とF本の関わりについて考える。
（1）「機械工業集積の高度化」をめざす政策思考
大連市の機械工業は、帝政ロシアおよび大日本帝国の帝国主義下の軍事工
業形成、国民党政府の敵産接収、共産党政好の計画経済下の重工業建設をへ
て現在、市場経清のもとで外資導入、国有企業改革、私営企業の創生により、
工業集積規模の拡大、産出製品の多様化を実現してきた。
計画経済から市場経済への転換後、大連市政府の機械工業に対する地域産
業政策の基本方針は、資本導入、雇用創出、輸出促進、技術導入におかれた。
朗年に計画単列都市として対外開放された大連市は大連経済技術開発区の建
設を行い、主に大型の輸出型外資アツセンプリーメーカーの誘致に注力した。
そのために、大連開発区の「九通一平（道路、供水、雨水排水、汚水処理排
水、電力供給、通信ネットワーク、都市ガス、熱供給、蒸気供給と整地され
た土地）」の産業基盤整備を進め、外資企業へ50年間の土地使用権の分譲を認
めた。また、企業所得税、地方所得税、設備輸入に係る関税と増値税などに
対する優遇税制を提供し外資の大連進出のインセンティブを高めた。
大連市には大連開発区を中心に日本企業はじめ各国からの機械工業企業の
進出が続き、港湾条件を活かした組立・輸出生産型の工業集積が形成された。
工業集積形成を導いた地域産業政策は「産業基盤の整った工業用地の提供」
と「優遇税制の提供」による「外資企業誘致」が主軸であった。
組立・輸出型のアツセンプリーメーカーは、進出の初期段階では部品の多
くを日本等からの輸入あるいは中国の大連以外の産業地域からの移入に依存
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していた。その後、生産と経営が安定していくにしたがい大連事業所の生産
規模を拡大し、製品シリーズを増やしていく。必要とする部品の輸入・移入
量は増え、部品の種類も多様化していくことから、部品の現地調達を求めて
いくことになる。
また、輸出向け製品の生産に加え、拡大する中国国内市場向け製品の生産
に展開していく。輸送コストがかかる輸入・移入部品は、国内外市場での価
格競争を制するためには限界があり、高品質、低価格の部品を大連市内ある
いは、その周辺から調達したいという要求が高まっていく。
中小加工業の誘致
こうしたアツセンブリーメーカーの要望に反応し、同時に機械工業を高度
化していくためには部品加工業の充実が重要であることに気づいた大連市政
府は、中小企業の誘致、育成を目的とする地域産業政策を追加していく。部
品加工を担う重要な主体は中小企業であるが、中小企業にとって海外進出に
ともなうコスト、リスクの負担は容易ではないことから、90年中頃より工業
用地と工場建物の供給をセットにした貸工場整備に取り組んでいる。
あわせて、大連進出にともなう申請から許認可取得までの事務手続き等を
サポートする「ワンストップ・サービスセンター」を充実させ、進出後のト
ラブルへの対応や事業経営に関するアドバイス等を行う部局の「日本部」を
設置しソフト支援サービスを提供している。
大連市の機械工業に関する地域産業政策は「工業用地の提供」と「優遇税
制」を継続しつつ「中小加工業向け貸工場の供給」と「ソフト支援サービス
の提供」が追加されたのである。大規模な工業用地の供給については、旅順
口区や金州区、瓦房店市長輿島などへ重点を移している。優遇税制について
は国政レベルで外資企業優遇制度を見直し内国民待遇への移行が検討されて
いる。
このように、これまでの大連市の機械工業に関する地域産業政策は「外資
企業誘致」を重要な目標とした政策手段を講じてきたことがわかる。その結
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果、改革、転換を進めてきた内資機械工業に外資機械工業が加わり、重工業
が優勢な機械工業集積を形成してきた。機械工業集積の「量」の形成という
面では、大連市の地域産業政策は政策効果を発揮したと評価できるであろう。
そして今後、大連機械工業集積がさらに成長し発展していくためには「外
資企業の誘致」「内資企業の改革、転換」に加えて、新たな地域産業政策思
考と政策手段が必要であると考える。
新たな地域産業政策思考は「機械工業集積の高度化」と表現できる。「機
械工業集積の高度化」とは、工業集積が保有する技術、技能、経営の質を高
め、自律的な革新（イノベーション）の継続をめざすものであり、機械工業
集積の内面に注月した政策思考である。次節で大連機械工業集積の高度化に
関わる今後の中小企業政策について提案する。
（2）「機械工業集積の高度化」に向けた中小企業政策
大連機械工業は、以前の国有企業や集体企業が改革、転換した株式制企業、
郷鎮企業や個人企業から転換した私営企業などの内資企業および、輸出を中
心とした外資アツセンブリーメーカーと外資アツセンプリーメーカーへの部
品供給と輸出を行う中小部品加工業といった外資企業が集積を形成している。
機械工業10業種の全ての国有企業と販売収入額500万元以上の企業は06年
に1，594社を数える。大連市には約8仇000杜の中小企業が存立しているとさ
れるなかで、販売収入額500万元以下の小規模な機械工業を加えると数千社
の集積規模になると推察される。
一定規模に達した機械工業集積の高度化に向けて、重点的な取り組みが必
要と考えられる中小企業政策は、次の4つである。
1）基盤技術を担うモノづくり人材の育成（人材）
2）工業集横内の取引ネットワークの形成（情報）
3）中小企業金融制度の充実（資金、設備）
4）中小機械工業支援の実施態勢整備
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基盤技術を担うモノづくり人材の育成
品質、性能の高い機械工業製品を効率的に産出するためには、メーカーが
部品を加工する基盤技術をすべて内部に備えるよりも、基盤技術に専門特化
した企業と社会的な分業を形成するほうが経済効果は高い。大連市に機械工
業の社会的分業が成立するには、多種多様な基盤技術のそれぞれに専門特化
した専業加工業が、地域内に一定量存立することが必要である。そして、そ
れぞれの基盤技術同士の適正な競争環境が形成され、技術・技能を高めるた
めの不断の努力が注入されることが重要である。
大連市の機械工業集積には、既に基盤技術を担う中小加工業が一定量存立
しているとみられる。懸案であった金型製作やメッキは地域産業政策が発動
し企業誘致、育成支援を展開している。
そして、一揃いの基盤技術を担う加工業が地域内に集積したとしても、各
加工業の技術・技能が高い品質、精度を求める発注企業の要求に対応できる
かどうかが課題となる。品質、性能の高い機械工業製品を産出するためには、
部品の発注側も受注側も技術・技能を高める姿勢を共有することが必要なの
である。一方、低水準の技術・技能で加工され、品質や精度が荒い部品でも
安ければよい、使えればよいとして組立てられた桟械工業製品の品質や性能
は低水準にとどまる。大連市の機械工業集積が後者に向かうのであれば「機
械工業集積の高度化」のスパイラルは発生しない。
基盤技術に関わる技術・技能はモノづくり人材が担う。ここでいうモノづ
くり人材は、技術者・技能者と中小企業経営者である。基盤技術の充実のた
めに機械設備の導入は重要であるが、それ以上に桟械設備を使いこなす技術
・技能人材の育成と技術・技能を高めようとする中小企業経営者の育成が重
要である。
モノづくり人材育成の政策手段
モノづくり人材育成のための政策手段は、第一に技術・技能者養成教育で
ある。大連市内の技術専門学校や理工系大学での技術・技能教育をさらに充
－104－
実していく。急速に都市化が進んだ地域ではモノづくりで活躍しようとする
若年者が減少傾向にあるとされるが、大連の中小加工業の生産現場にはひた
むきにモノづくりに向かう若者がいる。彼らの多くは農村部出身であると開
く。モノづくりに意欲と将来の展望を描く若者の技術・技能教育が重要であ
る。
第二に、技術・技能社員の研修制度の充実である。一部の中小加工業では
技術者出身の経営者が社内で技術・技能研修を行っている事例がある。また、
金型に関しては技術専門学校や理工系大学と遠路した実習制度がある49）。し
かし、多くの中小加工業にとって社内研修はOJTに依存しており、系統的な
技術・技能研修を行うことは人材、ノウハウ等の面で難しい状況にある。基
盤技術に関する技術・技能研修制度の充実が期待される。
国家資格に関して労働和社会保障部および人事部による職業技能検定制
度別）があるが、例えば、基盤技術に関する中小加工業の就業者や就学者を対
象とした大連市独自の技術・技能認定制度を創設し、あわせて「東北地域技
術・技能オリンピック」の開催などにより、機械工業のモノづくり人材の育
成、評価、アピールの促進を期待する。
第三に、中小企業経営者の研修制度である。モノづくり現場の技術・技能
者育成は、その必要性をしっかりと認識する経営者が多数登場することによ
り促進される。大連にはモノづくりに対する真撃な姿勢と高い志を持つ中小
企業経営者が存在している。そうした経営者に向けたセミナー、研究会、現
場視察などの研修メニューの提供が期待される。
この点、中小企業経営者側の一部には「行政が主導する協会、事業などは
会費や経費を徴収するばかりで実質的な意味がない」とする意見も開かれ、
企業潅常に関する行政関与を忌詳する姿勢がある。中小企業政策を効果的に
提供するために重要な点は、行政サービスを提供する行政と実体経済を担う
経営者との信頼関係が形成されていることである。中小企業経営者向けの研
修制度を提供する場合、経営者との信頼関係形成を特に意識する必要がある。
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工業集積内の取引ネットワークの形成
大連市には内資企業、外資企業からなる機械工業集積が形成され、量的な
充実が実現しているとみることができるが、その内面にはいくつかの課題を
抱えている。その一つは、集積を構成する企業間の取引ネットワークが充分
に発達していないことだ。機械工業集積の高度化に向けて工業集積内の取引
ネットワークの充実を促す政策が重要である。
機械工業集積内の取引ネットワークには、メーカーと加工業のネットワー
ク、内資と外資のネットワーク、中小企業間のネットワークがある。新規の
取引が成約するまでには膨大な情報交換のエネルギーを必要とする。共通の
取引コストを削減するために、それぞれの取引ネットワーク形成において企
業・技術情報、受発注情報の流通を円滑にする政策が中心となる。
第一に、メーカーと加工業の取引ネットワークである。メーカーと加工業
の企業・技術情報、受発注情報に関しては、すでにいくつかの支援政策が実
施されている。機械工業に関する各種の専門展示会や逆展示会の開催、大連
開発区の展示センター、部品発注情報の掲示などがある。これらに追加して
期待されるのは、メーカーおよび加工業の基盤技術デークーベースの整備で
ある。メーカーと加工業の求める基盤技術、保有する基盤技術に関する情報
を集積し基盤技術キーワードから企業検索が可能なデータベースの構築と公
開、更新を行う。
第二に、内資と外資の取引ネットワークについても、メーカーおよび加工
業の基盤技術データーベースの整備がポイントとなろう。
第三に、中小企業間のネットワークである。企業はそれぞれ独立して経営
を成り立たせ自主自立で活動している。そのため工場が同じ標準工場内にあ
る、あるいは隣接している場合でも、お互いの情報交換は自然には深まりに
くいことが多い。
工業集積のメリットが生まれるためには、お互いのビジネスには直接関係
がないとしても近接している企業同士の交流、相互理解が形成されているこ
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とが基本となる。最小の行政区域を基本単位とした中小企業コミュニティを
育てることが大切である。中小企業コミュニティ形成に際し行政が関与する
必要があるが「管理」するスタンスではなく、側面から「サービス」するア
プローチが重要である。
中小企業金融制度の充実
中小企業促進法では「第2章　資金の支援」の第10条から21条までの12条
を費やして国家財政による中小企業発展基金の創設、中小企業向け融資の促
進、中小企業信用担保制度の確立について示している。中小企業の経営資源
の「人材」「物」「情報」「資金」のうち「資金」に関する支援を強く押し出
した内容となっている。
大連市政府は大連開発区管理委員会が2000年に設立した国有独資企業の
「大連開発区中小企業信用担保中心」を批准し、中小企業向けに金融機関か
らの借り入れのための信用担保保証を行っている。審査に合格した大連開発
区内の中小企業とハイテク企業向けに最大3，500万元、保証年利1．0、2．0％、
1年間の短期流動資金の借り入れ担保保証を業務範囲とし、髄年末の信用保
証残高は9．4億元となっている。
今後、国の中小企業向け制度融資に対応した大連市政府独自の中小機械工
業向け制度融資の創設が期待される。中小加工業の創設期にある現在、特に
設備融資が重要であろう。また、制度融資の創設にあわせて、中小企業の申
告納税制度を普及すべきである。企業会計報告をきちんと行い計画的な借り
入れと設備投資ができる中小企業に長期低利の制度融資を提供する仕組みが
重要である。
中小機械工業支援の実施態勢整備
以上で提案した人材、情報、資金、設備に関する大連市の中小企業政策を
実施する態勢について述べる。大連市は中小企業促進法に基づいて中小企業
局を設置し中小企業政策を立案する。行政部門と中小企業の間をつなぐ「中
小企業サービスセンター」「対外貿易サービスセンター」「行政サービスセン
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ダー」の「仲介機構」を設置する予定である。これらの「仲介機構」は企業
数の99％を占める中小企業の総合的な支援サービスを提供することになろう。
総合支援サービス機関としての「仲介機構」の設置とともに、地域産業政
策において中小機械工業を戦略業種として位置づけ、集中的な政策支援の実
施態勢を期待する。例えば、大連開発区に設置を予定している「金型加工
サービスセンター」51－に中小棟械工業に対する支援態勢を整備することを提
案する。
「金型加工サービスセンター」は大連市金型協会が主導して進めている金
型メーカー向けの技術支援を中心とした施設である。07年末に着工し08年夏
に完成予定である。大連市政府の出資を得て検査・測定、試作、特殊機械加
工に必要な機械加工設備などを配備することとしている。機械機器の共同利
用センターの性格が強い。
あわせて、コンサルティングサービスの提供を計画している。金型技術に
関する技術コンサルティングが中心となるのであろうが、この部門を充実さ
せて上記提案した3つの中小機械工業向け支援政策を実施する態勢を整備し
たらどうか。コンサルティング部門には大連の機械工業集積の高度化に意欲
と熱意のある優秀な地域産業政策スタッフを配置する。
地域産業政策を立案し効果的に実行するためには、支援政策を提供する行
政側に意欲と熱意のある優秀なスタッフが常駐することが必要である。例え
ば、北京市では80年代末から情報技術を袖にした先端産業政策を展開してい
る。インキュベータの施設整備が取り組まれ、あわせて行政側から先端産業
政策を実施するための優秀なインキュベーション・マネージャを送り込んで
いる紗。
また、日本の産業集積地域には、それぞれ地域産業支援機関があり産業支
援施設を配置しているところが多い。産業支援施設が地域の中小企業者に大
いに活用され、政策が効果的に展開している地域には、産業支援機関に意欲
と熱意のある優秀な地域産業政策スタッフが存在している。
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地域産業支援機関は窓口機能だけでは機能しない。地域産業政策を立案、
実施する側に意欲と熱意のある優秀な地域産業政策のプロフェッショナルを
育て、中小企業の「現場」に深く関わり、中小企業経営者と信頼関係を形成
する産業行政人材を養成することが不可欠である。
（3）日本企業と日本の関わり
大連に形成された機械工業集積が技術、技能、経営の質を高め、自律的な
革新を継続していくことは、大連地域の発展および東北地域の機械工業の発
展さらには中国の機械工業発展に重要な役割を担うものとなろう。
そして、大連の機械工業集積の高度化は、日本企業や日本の機械工業に
とっても期待すべき動きである。大連に進出している日系機械工業企業や大
連機械工業と貿易取引を行う日本企業をつうじて日本の機械工業発展の新た
な道筋を開くことになろう。大連の機械工業集積が高度化に向かう動きに日
本企業と日本が前向きに関わることが重要である。
日本企業と日本が大連の機械工業集積の高度化に前向きに関わる意味を次
のように考える。
日本企業が関わる意味
日本企業が大連の機械工業集積の高度化に関わる意味は、拡大する中国市
場および世界市場に参入する場合、大連企業との受発注関係を撮めることに
より市場競争力を高めることにある。
大連日系メーカーは、中国国内市場および世界市場において中国の他の産
業地域で産出する製品との競争に対抗するうえで、品質と価格の優位性を確
保する必要がある。そのためには、大連の部品加工業の技術、技能、経営の
質の向上が不可欠である。メーカーと加工業との受発注関係をつうじて基盤
技術に関する技術・技能の移転、経営管理手法等の指導が重要である。
すべての基盤技術を網羅しているわけではない大連の日系加工業にとって、
大連の中国加工業の担う多様な基盤技術が向上し技術水準が「高い」ところ
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で揃うことにより、日中の加工業間での取引が可能となり、複数部品の受注
や部品ユニットの受注機会を広げることにつながる。また、大連以外の地域
に立地するメーカーからの受注可能性を高めることになる。
日本メーカーや加工業は、大連の機械工業集積の高度化を担う一翼である。
高度化する大連機械工業集積を基盤として中国メーカーや加工業とともに中
国市場や世界市場での餞争力を強めていくことになる。
日本が関わる意味
日本が大連の機械工業集積の高度化に関わる意味は、日本の樵械工業が
培ってきたモノづくりの設計思想、品質を作り込む姿勢、モノづくりの社会
的分業のスタイルなどが大連の機械工業に注入、活用されながら技術・技能
水準を高めていくことにある。
日本の機械工業の設計思想、品質追求の姿勢、社会的分業のスタイルが大
連の機械工業で共有され、モノづくりが同調しやすくなることは、世界市場
における日本と大連の機械工業の存在基盤を固めていくことにつながる。
日本の機械工業は、高い技術・技能水準の全ての基盤技術を国内のみに抱
えていくのではなく、大連の機械工業と共有することによりさらに高度な工
業集積に向かうことが可能となる。大連の機械工業は日本の機械工業とモノ
づくりを同調させることにより、日本の工業集積をさらに活用することが可
能となる。
日中の機械工業に関するこうした考え方は、中国東北地域の機械工業との
関わりについても通用する。共通の機械工業基盤を培うことは、日中双方に
とって有益である。日本政府は、日中の機械工業企業間や日中の機械工業集
積地域間の横根工業技術・技能の連結がいっそう多様化し太くなっていくた
めの日中環境を整えていくことが重要である。
おわりに
大連市の機械工業は基盤技術を担う中小加工業が創生し、中国企業と日本
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企業を中心とする外資企業が一定の規模を有する工業集積を形成している。
大連市の地域産業政策の効果が発現した結果である。
今後、大連機械工業がさらに発展するためには「外資企業の誘致」「内資
企業の改革、転換」に加えて、新たな地域産業政策思考と政策手段が必要で
あると考える。本稿で提案するのは、機械工業集積の内面に注眉し、集積が
保有する技術、技能、経営の質を高め、自律的な革新（イノベーション）の
継続をめざす政策思考である。これを「機械工業集積の高度化」と表現した。
そして、大連機械工業集積が高度化に向かう過程で日本企業と日本が前向
きに関わることが重要であるとした。機械工業集積の高度化過程で日本の機
械工業が深く関わることにより設計思想、品質追求の姿勢、社会的分業のス
タイルが共有され、お互いのモノづくりが同調しやすくなる。共通の機械工
業基盤を培うことは、日中双方にとって有益であると考えるからである。
大連および中国東北地域の機械工業発展は、日本の嬢械工業発展にとって
も重大な関心事であるべきだ。日本は「友好」「協力」は惜しまずも、大連
および中国東北地域の棟械工業集積の高度化に戦略的に関与する思考を鍛え
なくてはならない。小稿がそのささやかなきっかけを提起できたならば幸い
である。
【参考文献】
浅野虎三郎編［1936】r大連市史（復刻版）原音房。
石井明［2（期5］「第二次世界大戦終結期の中ソ関係＋旅順・大連問題を中心に」（江夏、中
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展報告」企業管理出版社）。
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西川博史［2（氾3］「国有企業改革の経緯と概観」（西川、谷、凌編著「中国の中小企業改革
の現状と課題j　日本図番センター）。
西澤正樹［2（氾5］「北京市の先端産業政策とインキュベータ」（亜細亜大学アジア研究所rア
ジア研究所紀要」2〔沿5年、第31号）
西澤正樹［2（X施］「大連市の金型メーカーの叢生と地域産業政策」（亜細亜大学アジア研究所
「アジア研究所紀要」20髄年、第32号）。
馬鹿洪［19糾］r当代中国的机械工業（上目下目中国社会科学出版社。
松本俊郎［2∝旧］r「満州国」から新中国へ　鞍山鉄鋼業からみた中国東北の再編過程」名古
屋大学出版会。
三菱総合研究所編［2仰6］「中国進出企業一覧題蒼蒼社。
【注】
＝中国および大連市の近代工業の発祥、発展経過、各時代の現状については、大連地方誌編
揖委員会弁公妄［1987］pp．183、356．／荘海波［1994］、［1998］、［2∝）1］を参照されたい。
の帝政ロシア支配下での都市建設、工業開発については、王会仝［1999］pp．27、35．
の王会仝［1999］pp．49、51．
0第二次世界大戦後の旅順、大連を巡る中ソ関係については、石井［2∞5］pp．212、239．
に詳しい。
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の戦後の国民党政府資源委月会の重工業建設については、呉暁林［2（泊2］pp．38、45．を参
考にした。
い1929年に満鉄の1（氾％出資で設立した「昭和製鋼所」と「蒲洲製鉄軌山本社」は、45年に
ソ連軍管轄下の「鞍山製鋼所」となり、その後、国民党政府経済部管轄の「鞍山鉄鋼廠」、
資源委員会管轄の「鞍山鉄鋼有限公司」、中国共産党遼東分局管轄の「鞍山鉄袖廠」そし
て東北行政委員会管轄の「鞍山鋼鉄公司」となった。現在は閥山鉄鋼集団公司」とし
て、宝鋼集周有限公司（上海）、首鋼総公司（北京）、唐山鉄鋼集団有限責任公司（河北）
に次ぐ全国鉄鋼業第4位の販売額と第2位の利益を計上し、中国製遺業諭0強のなかで第
16位となっている（中国企業連合会、中国企業家協会編［2007］）。鞍山鉄鋼業に焦点を
あてて中国東北地域の満州国から新中国への再編、移行過程に注目した松本［20∞］の
優れた研究がある。
7I呉暁林［2㈱2］pp．55、62．
の逮俸君［2〔髄］pp．6、8．
91大連縫済技術開発区の認可前後の状況については、丑志正【1988］pp610、618．
101大連市の機械工薬をはじめ石油化学、紡織、軽工業、冶金、建築材料、電子、電力、医
薬、潅塩工業に関する発祥、発展の経過については、並志正t1988］に詳しい。
llI大連開発区指南一局［2仙6］pp．5～6．／歪志正［1988］ppJH7．
12′国有経済の「工場制」「公司制」への転換は、93年11月の第14期三中全会で採択された
「社会主義市場経済体制を建立することについてのいくつかの問題に関する決定」にお
いて「現在企業制度」を確立することを目指した。現在企業制度は「直接明快・格安明
確・政企分離・科学的管理」の「十六字方針」として総括され、企業における資産の所
有株の明確化、企業の椎利と責任の明確化、行政と企業の分離、科学的は企業管理を意味
する。
13ク有限責任公司は、「公司登記管理条例」の規定に基づいて登記され、2者以上50者以下の
株主が共同出資し、各株主が出資額に応じて公司に対し有限責任を負い、公司はその全
ての資産を以て頂務に責任を負う経済観級。股紛有限責任公司は、「公司登記管理条例」
の規定に基づいて登記され、全ての螢録資本は等額の株式構成により株券の発行を通じ
て資本調達され、株主は購入した株式を以て公司に対し有限鶏任を負い、公司はその全
ての暦産を以て債務に責任を負う経済観乱股紛合作企業（株式合作企業）は、2着以
上の同じまたは異なる性質の法人が自主、平等、互恵の原則に基づき共同で投資し設立
された経済組織。
用97年頃までの大連市工業の実態分析については、関満博［20∝〉］を参照されたい。
1うつ中小企業促進法にもとづき、国家経済貿易委員会、国家発展計画委員会、財務部、国家
統計局は03年2月に「中小企業の基準暫定規定印刷公布に関する通達」を発し、国家統
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計局は同年5月に「統計上の大中小型企業区分方法（暫定）」を公布した。
16I中国企業連合会、中国企業家協会［2∝）5］pp．鋸、91．
17198年、国家経済貿易委員会に「中小企業司」が設置され、各省、計画単列都市に「中小
企業処」を設置することになった。
1の大連市中小企業局中小企業処処長／季人民氏の談話。
lgI大連市の金型産業の状況と支援政策については、西澤正樹［20髄］を参照されか、。
矧2002年に第11回改定となった日本の標準産業分類によれば、機根工業は25．金属製品製
造業、26．一般機械器具梨遠敷27．電気機械器具製造業、28．情報通信器具製造業、29．
電子部品・デバイス製造業、30．輸送用機械提具製造業、31．精密輝械拝具製造業の7
業種に分類することができる。
211第一回調査は、中国国際貿易促進委員会大連市分会の協力により05年1月16～23日、23
社を訪問した。第二回調査は、元大連市長貌富海氏および大連経済技術開発区招商中心
日本部の協力により05年3月13、20日、20社を訪問した。第三回調査は、大連旅順経済
開発区経済発展合作局および大連恒立工業総経理オ鋭氏の協力により06年8月20㌧朗日、
9杜を訪問した。このうち、金型および関連企業については、西澤正樹【2（髄］に報告
した。今後、大連市機械工菜の中小メーカーについて報告する予定。
22）大連新重鋳業有限公司総経理、毛連鎖氏の談話。
刀）大連長興鋳造工業有限公司副総経理、張斉富氏の談話。
洲杜隊企業とは、弘年に開始された大躍進政策の実施単位として組織された人民公社（現
在の郷級あるいは県親行政体）の「公社」および「生産隊」が開設した農業支援部門。製
造部門に事業範囲は「五小工業（化学肥料、セメント、電力、鉄鋼、農業機械の製造・
修理）」に限定された。人民公社は改革開放政策のもとで次第に解体され、紀年の憲法改
正による農相の「政社分鍵」のもとで活動を停止した。社隊企業は糾年の農牧漁業部の
「社隊企業の新局面を切り開くことについての報告」を提出し、国務院通知により「郷
鋲企業」と称されることになった。
25I82年に「政社分離（政治と社隊企業の経営の分離）」を決定し、お年には人民公社制度の
廃止を決め、新たに秘録人民政府を設置した。そして、糾年に社隊企業の名称を郷鎮企
業に改め、郷銑企業の発展のための優遇政策を打ち出した。社隊企業から郷鎮企業への
転換、成長の政策背景については、戒殿新［2∝8］、pp128、131．
261王書法【2㈲3］、pp．109、111．
27）大連市の金型メーカーの経営実態については、西澤［2（氾5］を参照されたい。
矧国有企業から基盤技術を分糀・集約する「専業化調整計画」は、鍛造、鋳造、金型、メッ
キでは取り組みが実体化しているが、熱処理はまだ、業界が分散している状態であると
いう。大連大鍛鍛還有限公司副総経理／紀長全氏の談話。
－114－
矧「小而全・大両全」とは、国有企業は小さくても大きくても火葬場以外のすべての社会輝
能をになう「単位社会」を形成していることを意味し、これを転じて製品メーカーは必
要な加工棟能をフルセットで備えていることを意味する。
30）RoHS指令（Restrictl0nOftheuseofcertainHazardousSubstancesinElectricalandEle＿
CtrOnlCEquipment）電気・電子機器の有害物質使用制限。03年3月に制定・公布された
欧州連合（EU）指令。髄年7月からEUに輸出する電化製品に鉛、水銀、カドミウム、
六価クロム、PBB－ポリ臭化ビフェニル、ポリ臭化ジフェニルエーテルを含むことが禁
止された。
3い品川精密電鍍（大連）有限公司藍事長・総経理の品川辰夫氏の談話。
矧「承包経営費任制」は87年の政府工作報告に提出され、企業の行政からの完全分離、企業
の特徴に応じた橙営管理方式の保障などを促した。その内容は個人やグループの請負人
＜承包人＞が、企業資産の所有者である行政部門の発注者＜発包人＞との閲で3、5年
程度の工場経営を請け負う契約を結び、請負人は発注者に対し一定の利潤上納を約束し、
約束した上納金額を超える利潤は企業例日こ留保できるとするものである。この制度のポ
イントは、企業経営管理権を全面的に請負人に委託し、行政の企業経営への関与から雛
脱させることにある。
刀，ここでいう「産権」は、経営権と株主権利を意味する。「産権」改革に関しては、93年の
「社会主義市場経済体制を建立することについてのいくつかの問題に関する決定」にお
いて「産椎明晰」「権貸明確」「政企分離」「科学的管理」の“16字方針1．に位置づけられ
た。これらの方針にそった企業制度が「公司削」であるとされ、「有限責任公司」「股紛
有限公司（株式会社）」あるいは国家単一投資による「独資公司」への転換を促した。「産
権」「公司制」については、西川［2（氾3］、Pp．29、37．
封I国有小型企業においては「改組」「合併」「経営請負」「賃借経営」「株式合作制」「売却」
「破産」等の方法が試行され、97年までに試行企業100社のほかに9，200社以上の中小国
有企業が株式会社化したとされる。西川［2003］、pp．32～勤．王［2（鵬］、pp9ト109．
35，「大連開発区日資企業名録」（「大連開発区投資案親、大連開発区招繭中心、20髄年）よ
り。
弧大連市の金型虚業育成政策については、西澤［20腸］、pp83、141pp．を参照されたい。
37ン凱万克精密部件（大連）有限公司副総経理、塙正雄氏の談話。氏は三洋電機仏山事発所
を退職後、当社の立ち上げから携わっている。中国滞在10年を超える。
諮J個人企築く個体戸＞は雇用者7人以下の企業。8人以上を雇用する企業は私営企業とさ
れる。
謝「ワンストップ・サービス」とは、大連経済技術開発lヌ．管理委員会が提供する企業設立に
関する手続きの師素化サービス。企業設立に関係する許認可官庁の窓口を1カ所に集め
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各種申請手耗き、証明書の発行などが円滑に進むようにしている。
4DI「二免三半減」とは、要件をみたす外資企業に対する企業所得税の減免措臥利益がでて
から二年間は企業所得税の免税、その後の三年間は企業所得税を半額に減税する。こう
した外資優遇政能は廃止し国内企業と1司じ待遇とする方向に向かっている。
41I佳能大連弁公設備有限公司は銘年に設立認可を受けた日本のキヤノン㈱と佳能（中国）
有限公司による日系独資企業である。レーザープリンター、トナーカートリッジの生産
およびリサイクルなどを行っている。投資額は約312億円。新大精密大連有限公司は、89
年に設立認可を受けた日本のスター精密㈱の独資企業である。各種プリンター、自動旋
盤、電子部品を産出する。登録資本は4，5（柏万ドル。
項新大精密大連有限公司は、静間市のスター精密㈱の独資企業。〔柘年の従業員数約5，5∞名。
自動旋盤等の工作機械、各種業務用プリンター、マイクロフォン、電子ブザー、スピー
カー等の電子コンポーネントを生産している。02年に斯大精密（大連）で用いる金型製
造を全て日本より移管し、プラスチック部品の成形加工を内製化するなど現地化を深め
ている。スター精密は腕時計、カメラの自動旋盤加工で50年に創業、シチズン時計との
取引で成長した。自動旋盤の製造・販売によりメーカーに転じ、81年に名証二部上場、
90年には東証一書酎二上場する。現在、大連、香港、上海、タイに製造子会社を配置し、
米臥EU、中国、タイに10杜の販売子会社を展開している。
431国有企業改革は78年に四川省の6企業で試行され、経営自主権の拡大を指示する「故障議
利（企業に自主的権利と相応の利益を与える）」にはじまるとされる。国有中小企業の改
革は93年に示された「大をつかみ、小は放す」政策と97年のエ作報告で改組、合併、貸
借、請負、株式合作臥売却、破産などの形態が明示されたことにより大きく進展した。
捕大連空港から約25bnに位鼓する旅艦口区三滴堕鏡に「大連三潤墜工業科技寵区」の開発
がはじまっている。同園区は02年旅順口区の批准を得た区レベルの開発区である。計画
面帝は約11平方キロ、勅海漸二面する大正港の背後地に「船舶配套産業図」「内陸工業科
技園区」「中小企業固区」の3つの開発ゾーンを配置する。内陸工某科技固区には、帝国
尾根（キヤンドモーターポンプ）、フクスケ（ディーゼルエンジン部品）、ジャスト金属
（鋳造）、タイマル（シャフト機械加工）の4社の日系独資企業が連出している。
45，「迎展示会」とは、販売者や受注者が製品や部品を展示し買い手や発注者を求める一般の
展示会や「交易会」とは逆に、メーカーなどの発注者が自社で必要とする外注部品など
を展示し受注者を求める展示会である。大連では、日本貿易振興機構（ジェトロ）大連
事務所が東北地域の企業を対象に開催した「逆展示会」が好評であった。
46I大連北村閉門有限公司は、89年に設立認可を受けた日本のKVK㈱の放資企業である。資
本金1，的0万ドル。各種給排水用パルプ、水栓部品を産出する。大連経済技術開発区に87
年に進出したマブチモーター、弱年進出の原H工業、JMS、89年進出のスター掩密、若
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谷産業、林ロストワッククス工業、セイコーインスツルメンツなどの先行進出企業のう
ちの1杜である。三重総合研究所編［2∝略コ。
47I東陶机詣（大連）有限公司は、94年に設立認可を受けた日本のTOTOの中国統括会社、
東陶机器（中国）有限公司と三井物産の投資で大連経済技術開発区に立地する独資企業
である。登録資本18．6億円。水栓金具、部品の製遇、組立を行う。三菱総合研究所編
［20（泊］。
個I中国の戸籍制度＜戸口制度＞の原則では、農相戸籍の農民は大連市などの都市部での就
労、居住は認められていない。戸籍制度の原則が厳格に施行されていた時期には、農民
は戸籍を登録している相から地域の中心小都市＜県城鎮＞へ出かけるのも公安当局への
届出と許可が必要であったとされる。農相の都軒化が進められるなかで農業から地方小
都市＜小城鋲＞での就労と居住が認められ、さらに沿海都市部での労働力不足に応じて
一定期間の都市就労と居住を認める「暫住戸藩」を発給し、農相と都市間の労働力移動
の制限を破和した。「暫住戸浄」制度により、華南地域では大量の出稼ぎ労働者く農民
工＞を受入れ、独特の委託加工＜来料加工＞システムを構築し「世界の工場」といわれ
るまでに発展した。大連市では国有企業改革の過程で溢れた工場労働者く職工＞の雇用
機会を確保するため、大連市外からの出稼ぎ労働者の流入を制限していた。しかし、工
業の発展と都市サービス業の成長にともない市外からの労働力移入制限を礁和して「暫
住戸苺」の給付、大連経済技術開発区など新たに都市化を進める地域での就労と定住を認
める「開発区戸籍」の発給をはじめている。
矧社内での技術・技能研修や教育機関と連撫した金型技術実習の事例については、西澤
［2005］pp．102、104．pp．134、135．を参照されたい。
弧労働和社会保障部は技能を主とする職業（「中華人民共和国職業分類大典」の第4、5、
6種の就業者）の資格検定と証杏交付受験を管理し、人事部は専業技術者（「中華人民共
和国職業分類大典」の第2種就業者）の職業資格評価と証巷の交付受験を管理する。
5U金型加工サービスセンターについては、大連開発区管理委員会指南一局インタピェ一に
よる。
521北京市の先端産業政策とインキュベータに関しては、西澤［2∝）5］を参照されたい。
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